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１章 基準適合性 





１．概要 

  重大事故等が発生し，安全機能を有する施設の計測機器（非常用のもの

を含む。）の直流電源の喪失その他の故障により当該重大事故等に対処す

るために監視することが必要なパラメータを計測することが困難となった

場合において，再処理施設における重大事故等の事象進展速度や重大事故

等に対処するための時間余裕の観点を考慮し，当該パラメータを推定する

ために必要なパラメータを計測する設備を設置又は保管する。 

当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ

（発生防止対策及び拡大防止対策等を成功させるために必要な再処理施設

の状態を把握するためのパラメータ）は，「1.10 事故時の計装に関する

手順等」のパラメータの選定で分類された主要パラメータ（重要監視パラ

メータ及び有効監視パラメータ）とする。 

当該パラメータを推定するために必要なパラメータは，「1.10 事故時

の計装に関する手順等」のパラメータの選定で分類された代替パラメータ

（重要代替監視パラメータ及び有効監視パラメータ）とする。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを計測する設備（重

大事故等対処設備）は，重大事故等時における再処理施設の状態を把握す

るための能力（最高計測可能温度等）を明確にする。 

 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータの計測範囲を第１表

に，重大事故等時の最大値等を第２表に示す。計装設備（重大事故等対処

設備）の系統概要図を第１図から第３図に示す。 

有効監視パラメータを計測する設備（自主対策設備）は，設計基準の

範囲で使用する計測制御設備とし、第４－１表に示す。 
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また，電源設備の受電状態，重大事故等対処設備の運転状態及びその

他の設備の運転状態により再処理施設の状態を補助的に監視するパラメー

タを補助パラメータとする。なお，補助パラメータのうち，重大事故等対

処設備を活用する手順等の着手の判断基準として用いるパラメータについ

ては，重大事故等対処設備とする。重大事故等対処設備の補助パラメータ

の対象を第４－２表に示す。 

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発

生した場合においても重大事故等に対処するために監視することが必要な

パラメータを把握するために，中央制御室及び緊急時対策所において把握

する設備を設置又は保管する。 

中央制御室及び緊急時対策所において把握するパラメータは，「1.10 

事故時の計装に関する手順等」のパラメータの選定で分類された主要パラ

メータ（重要監視パラメータ及び有効監視パラメータ）とする。 

当該パラメータには，「 2．大規模な自然災害又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項」の大規模損壊の対処

を行うために整備する以下の３つの活動を行うための手順で用いるパラメ

ータとする。 

・大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順等 

・燃料貯蔵プール等の水位を確保するための対策及び燃料体の著しい

損傷を緩和するための対策に関する手順等 

・放射性物質及び放射線の放出を低減するための対策に関する手順等 
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２．設計方針 

２．１ 監視機能喪失時に使用する設備 

再処理施設の状態の把握能力を超えた場合に再処理施設の状態を

推定する手段を有する設計とする。 

監視機能の喪失により主要パラメータの計測が困難となった場合

又は計測範囲を超えた場合は，「1.10 事故時の計装に関する手順

等」の可搬型重大事故等対処設備による重要代替監視パラメータの推

定又は代替パラメータを計測又は換算することによる推定の対応手段

により推定できる設計とする。 

計器故障時に，当該パラメータの他チャンネルの計器がある場合，

他チャンネルの計器により計測するとともに，重要代替監視パラメー

タとなる代替パラメータが複数ある場合は，推定する重要監視パラメ

ータ及び重要代替監視パラメータとの関係性がより直接的なパラメー

タ，検出器の種類及び使用環境条件を踏まえた確からしさを考慮し，

優先順位を定める。代替パラメータによる推定手段及び優先順位の基

本方針（類型化）を第３－１表に，重大事故等の手順等に係るパラメ

ータを第３－２表に示す。 

主要な設備は以下の通りとし，対象を第１表に示す。 

・常設重大事故等対処設備 

 重大事故等の発生を想定する機器等の流量，圧力，温度，水素

濃度，及び液位を計測するための可搬型重大事故等対処設備を

接続する計装配管 

 重大事故等の発生を想定する機器等の温度を計測するための可

搬型重大事故等対処設備を挿入するガイド管 

 重大事故等（臨界事故の拡大及び有機溶媒等による火災又は
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爆）の発生を想定する機器等の流量，圧力，温度，水素濃度，

液位及び放射線レベル計測用 

・可搬型重大事故等対処設備 

 重大事故等の発生を想定する機器又は重大事故等対処設備とし

て構成する設備等の流量，圧力，温度，水素濃度，液位及び放

射線レベル計測用 

監視機能喪失時に，可搬型重大事故等対処設備を接続する配管

（常設重大事故等対処設備）の破断が想定される場合，その他の代替

パラメータの計測又は計測値を換算することより，主要パラメータの

推定が可能な設計とする。 

なお，実施組織要員は，90 分の監視頻度で可搬型重大事故等対処

設備にて計測する。また，計測したパラメータは，携行型通話装置等

の通信設備（４７条 通信連絡）を用いて，中央制御室又は緊急時対

策所に情報伝達する。 

 

２．２ 計器電源喪失時に使用する設備 

非常用電源設備又は常用電源設備の喪失により計測に必要な計器

電源が喪失した場合，特に重要なパラメータとして，重要代替監視パ

ラメータを計測する設備については，乾電池，蓄電池を電源とした可

搬型重大事故等対処設備（重大事故等の発生を想定する機器又は重大

事故等対処設備として構成する設備等の流量，圧力，温度，水素濃度，

液位及び放射線レベル計測用）により計測できる設計とする。 

なお，可搬型重大事故等対処設備による計測においては，計測対

象の選定を行う際の考え方として，同一パラメータにチャンネルが複

数ある場合は，いずれか１つの適切なチャンネルを選定（接続）し，
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計測又は監視するものとする。また，重要代替監視パラメータの代替

パラメータが複数ある場合は，推定する重要監視パラメータ及び重要

代替監視パラメータとの関係性がより直接的なパラメータ，検出器の

種類及び使用環境条件を踏まえた確からしさを考慮し，優先順位を定

める。代替パラメータによる推定手段及び優先順位の基本方針（類型

化）を第３－１表に，重大事故等の手順等に係るパラメータを第３－

２表に示す。 

 

２．３ パラメータ記録時に使用する設備 

重大事故等の対応に必要となる重要監視パラメータ及び重要代替

監視パラメータは，以下の開始判断パラメータ，成否判断パラメータ

及び対策維持パラメータに分類される。 

・開始判断パラメータ：重大事故等対処計装設備で把握したパラメー

タから重大事故等の対処が必要な機器の状態を把握し，各作業の開

始を判断するためのパラメータ 

・成否判断パラメータ：，重大事故等対処計装設備で把握したパラメ

ータから，各作業の効果を確認し対策の成否を判断するためのパラ

メータ 

・対策維持監視パラメータ：重大事故等の対策が有効，かつ，継続し

て維持できていることを確認するためのパラメータ 

重大事故等の対策が有効，かつ，継続して維持できていることを

確認する必要があることから，重要監視パラメータ及び重要代替監視

パラメータのうち，対策維持監視パラメータについて，情報把握計装

設備を用いて中央制御室及び緊急時対策所に伝送する。なお，重大事

故等（臨界事故の拡大及び有機溶媒等による火災又は爆発）の発生に
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対処するための対策維持監視パラメータについては，設計基準の計測

制御設備から中央制御室（監視制御盤，プリンタ）及び緊急時対策所

（データ収集装置）に伝送する。 

情報把握計装設備から伝送された信号は，中央制御室に設置する

可搬型情報収集装置にすると共に送信し，緊急時対策所に設置する情

報収集装置（46 条）を介し，データ伝送設備（４７条 通信連絡）

にて送信し，把握可能な設計とする。 

また，当該パラメータは電磁的に記録，保存し，電源喪失により保

存した記録が失われないとともに帳票が出力できる設計とする。また，

記録は必要な容量を保存できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・情報把握計装設備 

・計測制御設備 

 

２．４ 再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

が発生した場合において必要なパラメータを把握する設備  

再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

により，監視機能喪失，非常用電源設備又は常用電源設備の喪失等

により計器電源が喪失した場合は，「１．10 事故時の計装に関する

手順等」の可搬型重大事故等対処設備により必要な情報を把握でき

る設計とする。 

また，中央制御室及び緊急時対策所でのパラメータの把握及びパ

ラメータの記録は，情報把握計装設備又は計測制御設備の使用によ

り，中央制御室及び緊急時対策所で必要な情報を把握できる設計と

する。 
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再処理施設への故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム

が発生した場合にも把握することが必要パラメータは，「１．10 事

故時の計装に関する手順等」のパラメータの選定で分類された主要

パラメータ（重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ）と

する。 

 

【補足説明資料2-2,2-4,2-10,2-11,2-12,2-13,2-15】 

 

２．５ 電源設備  

ａ．常設重大事故等対処設備 

(ａ)  軽油貯蔵タンクから可搬型重大事故等対処設備への給油  

重大事故等時に可搬型重大事故等対処設備の可搬型発電機への燃

料を補給するために用いる設備は，常設重大事故等対処設備のうち

軽油貯蔵タンク及び可搬型重大事故等対処設備のうち軽油用タンク 

ローリで構成し，可搬型重大事故等対処設備に必要となる燃料を補

給できる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・軽油貯蔵タンク（４２条 電源設備） 

軽油貯蔵タンクについては，「４２条 電源設備」に記載する。 

ｂ．可搬型重大事故等対処設備 

(ａ)  可搬型発電機による各建屋への給電 

    外部電源が喪失し，第２非常用ディーゼル発電機が自動起動でき

ない場合，可搬型重大事故等対処設備のうち可搬型発電機を起動し，

情報把握計装設備へ接続して電力を供給できる設計とする。 

   ・情報把握計装設備可搬型発電機 
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(ｂ)  燃料補給設備による給油 

燃料補給設備は，重大事故等への対処に必要となる燃料を供給で

きるようにするため，可搬型重大事故等対処設備の軽油用タンク ロ

ーリで構成する。 

 ａ．軽油貯蔵タンクから可搬型重大事故等対処設備への給油 

重大事故等時に可搬型重大事故等対処設備への燃料を補給するた

めに用いる設備は，常設重大事故等対処設備の軽油貯蔵タンク及び

可搬型重大事故等対処設備の軽油用タンク ローリで構成し，軽油貯

蔵用タンクから補給した軽油用タンク ローリを可搬型重大事故等対

処設備に接続して，燃料を補給できる設計とする。 

   主要な設備は，以下のとおりとする。 

   ・軽油用タンク ローリ（４２条 電源設備） 

軽油用タンク ローリについては，「４２条 電源設備」に記載す

る。 
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２．６ 多様性，位置的分散 

基本方針については，「33 条 重大事故等対処設備」の「2.1 多様性，

位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備を接続する

常設重大事故等対処設備は，配管破断を想定する安全冷却水系の内部ループ

の配管及び安全圧縮空気系の配管と共通要因によって同時に機能を損なわな

いよう，当該配管と独立した異なる系統を使用する設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，設計基

準で設計された計測方法及び計測原理（計装配管を用いたパージ式による差

圧測定による液位、密度、圧力の計測やガイド管へ温度計を挿入することに

よる温度の計測等）が限定される特徴を有することを考慮し，重大事故等の

発生を想定する機器等の状態を推定するために当該パラメータの他チャンネ

ルの計器がある場合，他チャンネルの計器により計測するとともに，重要代

替監視パラメータの代替パラメータが複数ある場合は，推定する重要監視パ

ラメータ及び重要代替監視パラメータとの関係性がより直接的なパラメータ，

検出器の種類及び使用環境条件を踏まえた確からしさを考慮し、優先順位を

設けて計測することで多様性を有する設計とする。 

重大事故等対処設備の補助パラメータは，代替する機能を有する設計基準

事故対処設備と可能な限り多様性及び独立性を有し，位置的分散を図る設計

とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，主要パ

ラメータを計測する設備と異なる部屋，又は離隔を確保した場所に保管する

ことで位置的分散を図るとともに，複数箇所（重大事故等対処建屋内，屋外

保管エリア）に分散して保管する設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型計測器の電源は，主要パラメー
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タを計測する設備の電源と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，

乾電池，又は充電池での給電による使用により，主要パラメータを計測する

設備の電源に対して多様性を有する設計とする。 

中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するため

の情報把握計装設備は，離隔を確保した場所（中央制御室及び緊急時対策

所建屋内，屋外保管エリア）に保管し，位置的分散を図り，独立性を有す

る設計とする。 

 情報把握計装設備可搬型発電機は，外部保管エリア１に保管し，外部保管

エリア１から離れた外部保管エリア２に故障時バックアップを保管すること

で，対処に必要となる機器と故障時バックアップが共通要因によって同時に

機能を損なわないよう，位置的分散を図り，独立性を有する設計とする。 

 電源設備の多様性，位置的分散については「４２条 電源設備」にて記

載する。 

【補足説明資料 2-3】 
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２．７ 悪影響防止 

基本方針については，「33 条 重大事故等対処設備」の「2.1 多様性，

位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

可搬型重大事故等対処設備を接続する常設重大事故等対処設備は，通

常時に使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処計装設備として使用

すること，又は通常時は弁により他の系統と離隔し，重大事故時に弁操作

により重大事故等対処計装設備としての系統構成とすることで，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，通

常時は使用しない設備であり，通常時は接続先の系統と分離して保管し，

重大事故等時に接続，常設重大事故等対処設備の弁操作，設置により重大

事故等対処設備としての系統構成とすることにより他の設備に悪影響を及

ぼさない設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，飛

散物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，転

倒のおそれがないよう固定して保管することで，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能

喪失の対処に使用する空冷ユニットＡ，空冷ユニットＢ，空冷ユニットＣ，

空冷ユニットＤ，空冷ユニットＥ，空冷ユニットＦ，空冷ユニットＧ，可

搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，アウトリガ又は輪留めによる固定等を

することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するため

の情報把握計装設備は，転倒のおそれがないよう固定して保管することで，
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他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

情報把握計装設備可搬型発電機は，接続先の系統と分離して保管し，

通常時は使用しない設備であり，重大事故等が発生した際に接続し，遮断

器操作等により重大事故等対処設備としての系統構成とすることで，他の

設備から独立して単独で使用可能なことにより他の設備に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

電源設備の悪影響防止については「４２条 電源設備」にて記載する。 

 

【補足説明資料 2-3】 
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２．８ 容量等 

基本方針については，「33 条 重大事故等対処設備」の「2.2 容量

等」に示す。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備を接続

する常設重大事故等対処設備は，重大事故等発生前（通常時）に使用して

いる設備として兼用し，当該施設として保有する容量が，想定される重大

事故等時において必要となる容量に対して十分であるため，重大事故等発

生前（通常時）に使用している設備と同仕様で設計する。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，重

大事故等時における再処理施設の状態（不確かさを考慮した予想変動範

囲）を推定するために必要な計測範囲を有する設計とする。 

重大事故等対処設備の補助パラメータは，重大事故等対処設備を活用

する手順等の着手の判断ができ，系統の目的に応じて必要となる計測範

囲を有する設計とする。 

中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するた

めの情報把握計装設備は，想定される重大事故等時において必要なデー

タ量を伝送することができる設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，重

大事故等の対処に必要な１セットに加え，故障時のバックアップとして１

セットを確保する設計とする。また，試験検査時においても重大事故等の

対処に必要な個数が確保できるよう適切な待機除外時バックアップの個数

を確保する設計とする。 

  重要代替監視パラメータを計測する可搬型計測器は，重大事故等の対

処に必要な１セットに加え，故障時のバックアップとして１セットを確

保する設計とする。また，試験検査時においても重大事故等の対処に必
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要な個数が確保できるよう適切な待機除外時バックアップの個数を確保

する設計とする。 

  中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するた

めの情報把握計装設備は，重大事故等の対処に必要な１セットに加え，

故障時のバックアップとして１セットを確保する設計とする。また，試

験検査時においても重大事故等の対処に必要な個数が確保できるよう適

切な待機除外時バックアップの個数を確保する設計とする。 

情報把握計装設備に用いる可搬型発電機の保有数は，対処に必要な１

台に加え，故障時バックアップとして１台を確保すると共に，保守点検に

よる待機除外時のバックアップとして１台確保する。 

情報把握計装設備可搬型発電機は，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設に配備する可搬型情報収集装置，中央制御室に配備する可搬型情報収

集装置及び可搬型情報表示装置の負荷容量約２ｋＶＡに対し，電力を供給

できる容量を有する設計とする。 

電源設備の容量等については「４２条 電源設備」にて記載する。 

 

【補足説明資料 2-6,2-8,2-11】 

2-12



２．９ 環境条件等 

基本方針については，「33 条 重大事故等対処設備」の「2.3 環境条

件等」に示す。 

重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを計測する重大事故

等対処設備は，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，制御建屋，緊急時対策所内

及び屋外並びに外部保管エリアに設置又は保管し，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。 

重要監視パラメータを計測する常設重大事故等対処設備は，想定され

る重大事故等時（臨界事故の拡大防止，有機溶媒等の火災及び爆発）にお

いて，前処理建屋，精製建屋内に設置し，想定される重大事故等時におけ

る環境条件（耐震性，耐環境性）を考慮した設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備を接続

する常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等時において，前処

理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レ

ベル廃液ガラス固化建屋に設置し，想定される重大事故等時における環境

条件（耐震性，耐環境性）を考慮した設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備を接続

する常設重大事故等対処設備の操作は，想定される重大事故等時において，

前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，

高レベル廃液ガラス固化建屋で操作が可能な設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，前

処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高

レベル廃液ガラス固化建屋内及び外部保管エリアに保管し，及び前処理建

屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル
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廃液ガラス固化建屋で使用し，想定される重大事故等時における環境条件

（耐震性，耐環境性）を考慮した設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備の常設

設備又はその他の可搬型設備との接続及び操作は，想定される重大事故等

時において，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混

合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋で接続及び操作が可能な設計と

する。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能

喪失の対処に使用する可搬型重大事故等対処設備は，外部保管エリアに保

管し，及び使用済燃料受入れ・貯蔵建屋で使用し，想定される重大事故等

時における環境条件（温度，圧力，湿度）を考慮した設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，燃料貯蔵プール等の冷却等の機能

喪失の対処に使用する可搬型重大事故等対処設備の接続及び操作は，想定

される重大事故等時において，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び屋外で接

続及び操作が可能な設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備のうち，

可搬型放水砲供給水流量計，可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型排水線

量計は，外部保管エリアに保管し，及び屋外で使用し，想定される重大事

故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

可搬型放水砲供給水流量計，可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型排

水線量計は，その他の可搬型設備との接続及び操作は，想定される重大事

故等時において，屋外で接続及び操作が可能な設計とする。 

  中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するた

めの情報把握計装設備は，中央制御室，緊急時対策所及び外部保管エリ

アに保管し，及び前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニ
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ウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，中央制御室及び緊急

時対策所建屋内で使用し，想定される重大事故等時における環境条件を

考慮した設計とする。 

  中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するた

めの情報把握計装設備は，その他の可搬型設備との接続及び操作は，想

定される重大事故等時において，前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウ

ラン・プルトニウム混合脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，中央

制御室及び緊急時対策所建屋内で接続及び，中央制御室及び緊急時対策

所で操作が可能な設計とする。 

情報把握計装設備可搬型発電機は，外部保管エリアに保管し，制御建

屋近傍に設置して使用するため，想定される重大事故等時における環境条

件を考慮した設計とする。情報把握計装設備可搬型発電機と負荷との接続

及び可搬型発電機の起動操作は，想定される重大事故等時において，設置

場所で可能な設計とする。 

電源設備の環境条件等については「４２条 電源設備」にて記載する。 

 

【補足説明資料 2-9,2-14】 
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２．10 操作性の確保 

  基本方針については，「33 条 重大事故等対処設備」の「2.4 操作性

及び試験・検査性」に示す。 

 重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備を接続す

る常設重大事故等対処設備は，重大事故等時において，通常時に隔離状態

（弁閉止）で可搬型重大事故等対処設備を接続した後で，弁の開操作する

ことにより速やかに系統構成が可能な設計とする。 

 重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，主要

パラメータを計測する設備として兼用しないため，想定される重大事故等

時に切り替えることなく使用できる設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備（温度

計及び放射線レベル以外）の各系統との接続は，簡便な接続方式（カプラ，

コネクタ）とし，確実に接続できる設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備（温度

計）の設置は，ガイド管に沿って既設温度計を抜いた上で挿入する簡便な

方式とし，確実に設置できる設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備（放射

線レベル）の測定は，放射線量を簡便に計測できる設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備は，対

応要員が携行して屋外・屋内のアクセスルートを通行できる設計とする。 

  可搬型重大事故等対処設備のうち，可搬型空冷ユニット用ホースは，接

続方式及び口径の統一により確実に接続することができる設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，可搬型水位計（超音波式），可搬型

水位計（メジャー），可搬型水温計，可搬型燃料貯蔵プール水位計，可搬

型燃料貯蔵プール水位計（広域），可搬型燃料貯蔵プール温度計，可搬型
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代替注水設備流量計，可搬型スプレイ設備流量計，可搬型燃料貯蔵プール

状態監視カメラ，可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却ケース，可

搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケース，可搬型空冷ユニット用ホ

ースは，対応要員が携行して屋外・屋内のアクセスルートを通行できる設

計とする。 

  可搬型重大事故等対処設備のうち，空冷ユニットＡ，空冷ユニットＢ，

空冷ユニットＣ，空冷ユニットＤ，空冷ユニットＥ，空冷ユニットＦ，空

冷ユニットＧ，可搬型空冷ユニット用空気圧縮機は，屋外のアクセスルー

トを通行してアクセス可能な設計とするとともに，設置場所にてアウトリ

ガ又は輪留めによる固定等が可能な設計とする。 

重要代替監視パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備のうち，

可搬型放水砲供給水流量計，可搬型建屋供給冷却水流量計，可搬型排水

線量計は，対応要員が携行して屋外・屋内のアクセスルートを通行でき

る設計とする。 

中央制御室及び緊急時対策所において必要なパラメータを把握するた

めの情報把握計装設備は，可搬型設備とのケーブル接続は，ボルト・ネ

ジ・コネクタ接続とし，接続規格を統一することにより確実に接続する

ことができる設計とする。また，情報把握計装設備は付属の操作スイッ

チにより前処理建屋，分離建屋，精製建屋，ウラン・プルトニウム混合

脱硝建屋，高レベル廃液ガラス固化建屋，中央制御室及び緊急時対策所

建屋内で操作が可能な設計とする。 

その他再処理設備の附属施設の電気設備の第２非常用ディーゼル発電

機の重油タンク及び燃料補給設備の軽油貯蔵タンクに接続する可搬型重大

事故等対処設備は，簡便な接続方式とすることによって容易に，かつ，確

実に接続できる設計とする。また，接続部の規格を統一又は接続治具の使
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用により，２系統が相互に使用できる設計とする。 

電源設備の操作性の確保については「４２条 電源設備」にて記載す

る。 

 

【補足説明資料 2-5】 
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３．主要設備及び仕様 

計装設備（重大事故等対処設備）の主要機器仕様を第１表に，重要監視

パラメータ及び重要代替監視パラメータを第２表に，代替パラメータによ

る主要パラメータの推定を第３－２表に，有効性監視パラメータを第４－

１表に示す。また，重大事故等対処設備を活用する手順等の着手の判断基

準として用いる補助パラメータを第４－２表に示す。 
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４． 試験検査 

基本方針については，「33 条 重大事故等対処設備」の「2.4 操作性及

び試験・検査性」に示す。 

主要パラメータを計測する重大事故等対処設備は，健全性及び能力を確

認するため，再処理施設の運転中又は停止中に，必要な箇所の保守点検，

試験又は検査を実施できるよう，模擬入力による機能・性能の確認及び校

正が可能な設計とする。また，可搬型重大事故等対処設備は，保管数量及

び保管状態を定期的に確認する。 

 なお，保守点検時には保守点検中に重大事故等が発生した場合において

も確実に対処できるようにするため，待機除外のバックアップを配備した

うえで保守点検を行うものとする。 
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第１表 計装設備の主要機器仕様 
（高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固） 

分類 主要機器 検出器の種類 計測範囲 箇所 
対象事故 

事象 

膨張槽液位 

第１高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽水位 ロープ式 0～10ｍ 2 b 

第２高レベル濃縮廃液貯槽冷却水膨張槽水位 ロープ式 0～10ｍ 2 b 

安全系冷却水系膨張槽水位 ロープ式 0～10ｍ 2 b 

高レベル廃液共用貯槽冷却水膨張槽水位 ロープ式 0～10ｍ 2 b 

安全冷却水 1 膨張槽水位 ロープ式 0～10ｍ 2 b 

冷却コイル圧力 － アネロイド圧力計 0～1MPa 44 b 

貯槽温度 

第１高レベル濃縮廃液貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第２高レベル濃縮廃液貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第２不溶解残渣廃液一時貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第１不溶解残渣廃液貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

第２不溶解残渣廃液貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

高レベル廃液共用貯槽廃液温度１ 熱電対 0～300℃ 1 b 

高レベル廃液混合槽廃液温度 熱電対 0～300℃ 2 b 

供給液槽廃液温度 熱電対 0～300℃ 2 b 

供給液槽廃液温度 熱電対 0～300℃ 2 b 

冷却水流量 － 電磁式 6～107m3/h 5 b 

貯槽液位 

第１高レベル濃縮廃液貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第２高レベル濃縮廃液貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第２不溶解残渣廃液一時貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第１不溶解残渣廃液貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

第２不溶解残渣廃液貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

高レベル廃液共用貯槽液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

高レベル廃液混合槽 A 液位 1 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

高レベル廃液混合槽 B 液位 1 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

作成中 作成中 
作成中 作成中 作成中 
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分類 主要機器 検出器の種類 計測範囲 箇所 
対象事故 

事象 

貯槽液位 

供給液槽 A 下部液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

供給槽 A 下部液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

供給液槽 B 下部液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

供給槽 B 下部液位 エアパージ式
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
1 b 

機器注水流量 機器注水流量 電磁式 6～107m3/h 15 b 

凝縮器出口 

排気温度 
凝縮器出口排気温度 熱電対 0～300℃ 1 b 

凝縮器通水流量 凝縮器通水流量 電磁式 32～572m3/h 1 b 

廃ガス洗浄塔 

入口圧力 

不溶解残渣廃液廃ガス処理系廃ガス洗浄塔入

口圧力Ａ 
アネロイド圧力計 -5～10kPa 1 b,c 

高レベル濃縮廃液廃ガス処理系廃ガス洗浄塔

入口圧力Ａ 
アネロイド圧力計 -5～10kPa 1 b,c 

導出先セル圧力 － アネロイド圧力計 -5～5kPa 1 b,c 

フィルタ差圧 － アネロイド圧力計 0～1kPa 2 b,c 

漏えい液受皿液位 

高レベル濃縮廃液貯槽第１セル漏えい液受皿

液位Ａ 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

高レベル濃縮廃液貯槽第２セル漏えい液受皿

液位Ａ 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

高レベル濃縮廃液一時貯槽セル漏えい液受皿

液位Ａ 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

不溶解残渣廃液一時貯槽セル漏えい液受皿

１液位 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

不溶解残渣廃液貯槽第１セル漏えい液受皿

液位Ａ 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

不溶解残渣廃液貯槽第２セル漏えい液受皿

液位Ａ 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

高レベル廃液共用貯槽セル漏えい液受皿液

位Ａ 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

固化セル漏えい液受皿液位 A エアパージ式 0～15kPa 1 b 

高レベル廃液混合槽第 1 セル漏えい液受皿

液位 A 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

高レベル廃液混合槽第 2 セル漏えい液受皿

液位 A 
エアパージ式 0～15kPa 1 b 

中央制御室およ

び緊急時対策所

へのパラメータ

の伝送 

情報収集装置 － － 8 a,b,c,d,e,f 

情報表示装置 － － 2 a,b,c,d,e,f 

a：臨界事故の拡大を防止するための設備 
b：冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備 
c：放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備 
d：有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備 
e：使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 
f：重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 
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第２表 重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ（１／２） 

（高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固） 

分類 
重要監視パラメータ※1 

重要代替監視パラメータ 

計測ポ

イント

数

計測範囲 
重大事故時における 

プロセスの変動範囲 
把握能力（計測範囲の考え方） 

可搬型 

重大事故等

対処設備 

個数 

対象事故 

事象 

①
膨
張
槽
の

液
位

膨張槽液位 10 0～10m 0～1.1m 

通水配管に損傷が無く，ループ通水作業が開始できることを判断

するため,重大事故時に想定される変動範囲となる 0～1.1m までを

監視可能とする。 

2 b 

冷却水流量 「④冷却水の流量」を監視するパラメータと同じ。 

②
冷
却
コ
イ

ル
の
圧
力 

冷却コイル圧力 44 0～1MPa［gage］ 0～0.6Mpa［gage］ 

通水配管に損傷が無く，コイル通水作業が開始できることを判断

するため，重大事故時に想定される変動範囲となる 0～0.6MPa

［gage］までを監視可能とする。 

3 b 

③
貯
槽
の
温
度 

貯槽温度 15 0～300℃ 24～156℃ 

発生防止対策の成否判断／拡大防止対策の開始判断／異常な水準

の放出防止対策の開始判断／貯槽溶液温度の監視のため，重大事

故時に想定される変動範囲となる 24～156℃を監視可能とする。 

テスタ：2

センサ：15
b 

冷却水流量 「④冷却水の流量」を監視するパラメータと同じ。 

貯槽液位 「⑤貯槽の液位」を監視するパラメータと同じ。 

④
冷
却
水
の

流
量

冷却水流量 5 6～107 m3/h 0～92 m3/h 

冷却水供給が継続されていることの監視および冷却水通水流量を調

整するため，重大事故時に想定される変動範囲となる0～92 m3/hを

監視可能とする。 

5 b 

⑤
貯
槽
の
液

位 貯槽液位 15 
液位：0～60kPa［gage］ 

密度：0～5kPa［gage］ 

液位：0～60kPa［gage］ 

密度：0～5kPa［gage］ 

拡大防止対策における機器注水作業の開始判断／機器注水量の決定

／拡大防止対策の成否判断を把握するため，重大事故時に想定され

る変動範囲となる液位：0～60kPa，密度：0～5kPa［gage］を監視可

能とする。 

15 b 

⑥
機
器
の

注
水
流
量 

機器注水流量 15 6～107 m3/h 0.8～25.2 m3/h 

機器注水量の調整／機器注水に必要な水供給ができていることの成

否判断を把握するため，重大事故時に想定される変動範囲となる0.8

～25.2 m3/hを監視可能とする。 

15 b 

⑦
凝
縮
器
出
口

排
気
の
温
度

凝縮器出口排気温度 1 0～300℃ 4～156℃ 
発生蒸気の凝縮効果を監視するため，重大事故時に想定される変

動範囲となる 4～156℃を監視可能とする。 

テスタ：1

センサ：1
b 
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第２表 重要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータ（２／２） 

（高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固） 

分類 
重要監視パラメータ※1 

重要代替監視パラメータ 

計測ポ

イント

数

計測範囲 
重大事故時における 

プロセスの変動範囲 
把握能力（計測範囲の考え方） 

可搬型 

重大事故等

対処設備 

個数 

対象事故事

象 

⑧
凝
縮
器
の
通

水
流
量

凝縮器通水流量 1 32～572 m3/h 0～54 m3/h 

凝縮器通水流量の調整／冷却水供給が継続されていることの状態を

把握するため，重大事故時に想定される変動範囲となる 0～54 m3/h

を監視可能とする。 

1 b 

⑨
廃
ガ
ス
洗
浄

塔
の
入
口
圧
力 

廃ガス洗浄塔入口圧力 2 -5～10kPa［gage］ -0.24～2.3kPa［gage］

セル導出時における廃ガス洗浄塔の状態を把握するため，重大事

故時に想定される変動範囲となる-0.24～2.3kPa［gage］を監視可

能とする。

2 b 

導出先セル圧力 「⑩導出先セルの圧力」を監視するパラメータと同じ。 

⑩
導
出
先
セ

ル
の
圧
力 

導出先セル圧力 1 -5～5kPa［gage］ -0.24～0kPa［gage］
可搬型排風機起動の判断に用いるため，導出先セルの重大事故時

に想定される変動範囲となる-0.24～0kPa を監視可能とする。 
1 b 

⑪
フ
ィ
ル
タ

の
差
圧

フィルタ差圧 2 0～1kPa［gage］ 0.25～0.72kPa［gage］ 

フィルタの目詰まりによる系統切替の判断に用いるため，フィル

タの重大事故時に想定される変動範囲となる 0.25～0.72kPa を監

視可能とする。

2 b 

⑫
漏
え
い
液
受
皿

の
液
位

漏えい液受皿液位 10 0～15kPa［gage］ 0～15kPa［gage］ 
セル内漏えいの有無を確認するため，漏えい液受皿の重大事故時に

想定される変動範囲となる0～15kPa［gage］を監視可能とする。 
2 b 

貯槽液位 「⑤貯槽の液位」を監視するパラメータと同じ。 

a：臨界事故の拡大を防止するための設備 
b：冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備 
c：放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備 
d：有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備 
e：使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 
f：重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

※１：冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備において重要監視パラメータはない。
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第３－１表 代替パラメータによる推定手段及び優先順位の基本方針（１／２） 

【可搬型重大事等対処設備】 

主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

液位 

①異なる計測点（他チャンネル）への接続による代替

②異なる計測方式による代替

③他パラメータからの換算等による代替

①計画した計測点が破断等により使用出来ない場合は，同等の測定結果が得られる，密度計の計装配

管等の異なる計測点へ接続し，代替パラメータを採取する。 

②メジャーや超音波式等の同一プロセスを異なる計測方式で計測が可能な場合は，実施可能な計測方

式を用いて計測する。 

③上記対応が不可である場合，他のパラメータより換算等を行い，代替パラメータを採取する。

圧力 
①異なる計測点（他チャンネル）への接続による代替

②他パラメータからの換算等による代替

①計画した計測点が破断等により使用出来ない場合は，同等の測定結果が得られる，異なる計測点へ

接続し，代替パラメータを採取する。 

②上記対応が不可である場合，他のパラメータより換算等を行い，代替パラメータを採取する。 

温度 

①異なる計測点（他チャンネル）への接続による代替

②他パラメータからの換算等による代替

①計画した計測点が破断等により使用出来ない場合は，同等の測定結果が得られる，他の温度計ガイ

ドパイプ等の異なる計測点へ接続し，代替パラメータを採取する。 

②上記対応が不可である場合，他のパラメータより換算等を行い，代替パラメータを採取する。

流量 
①異なる計測点（他チャンネル）への接続による代替

②他パラメータからの換算等による代替

①計画した計測点が破断等により使用出来ない場合は，同等の測定結果が得られる，他の温度計ガイ

ドパイプへ接続し，代替パラメータを採取する。 

②上記対応が不可である場合，他のパラメータより換算等を行い，代替パラメータを採取する。

水素掃気流量 ①異なる計測点への接続による代替
①必要流量が確保されれば水素掃気の効果が得られるため，液位計等の計装配管へ可搬型貯槽掃気圧

縮空気流量計を接続し，水素掃気流量を測定する。 

水素濃度 ①水素掃気流量による代替 ①必要流量が確保されれば水素掃気の効果が得られるため，水素掃気流量より水素濃度を推定する。

状態監視カメラ ①他パラメータによる代替 ①温度，水位，圧力等のパラメータにより，現場の環境等を推定する。

可搬型設備のプロセス値を測定するパラ

メータ
－ 

可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定しな

い。 
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第３－１表 代替パラメータによる推定手段及び優先順位の基本方針（２／２） 

【常設重大事等対処設備】 

主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

液位 

①異なる計測点（他チャンネル）による代替

②他パラメータによる代替

①異なる計測点の液位より，パラメータを採取する。

②移送機器の流量等により，槽の入出量により液位を推定する。

温度 

①異なる計測点（他チャンネル）による代替

②他パラメータによる代替

①異なる計測点の温度より，パラメータを採取する。

②加熱対象と非加熱対象の関係性より，一方の温度によりもう一方の温度を推定する。

線量率 ①他パラメータからの換算等による代替
①槽内圧力，槽内温度，槽内液位のパラメータの変動にて，未臨界であることが判断可能であるため，

他のパラメータより換算等を行い，推定する。 

表
-
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第３－２表 重大事項等の手順等に係るパラメータ（１／７） 

a：冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

放
射
線
線
量 

線量率 

①槽内圧力

②槽内温度

③槽内液位

①槽内圧力の上昇がない事を確認し，未臨界であることを判断する。

②槽内温度の上昇がない事を確認し，未臨界であることを判断する。

③槽内液位の変動がない事を確認し，未臨界であることを判断する。

表
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第３－２表 重大事項等の手順等に係るパラメータ（２／７） 

b：冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処するための設備に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

膨
張
槽
の
液
位 

膨張槽液位 
①冷却水流量

②冷却水供給先の温度・液位パラメータ

①貯槽の冷却に必要な冷却水が供給されていることを冷却水流量により把握し，貯槽が冷却されて

いることを推定する。 

②貯槽の温度および液位を計測し，蒸発による溶液の減少がないことにより未沸騰であることで貯

槽の冷却に必要な冷却水が供給されていることを推定する。 

冷
却
コ
イ
ル

の
圧
力 

冷却コイル圧力 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

貯
槽
の
温
度 

貯槽温度 

①貯槽温度（他チャンネル）

②冷却水流量

③貯槽液位

①他チャンネルの温度計ガイドパイプを使用し，貯槽温度を測定する。

②貯槽の冷却に必要な冷却水が供給されていることを冷却水流量により把握し，貯槽が冷却されて

いることを推定する。 

③貯槽の液位を計測し，蒸発による溶液の減少がないことにより未沸騰であることを推定する。

冷
却
水
の

流
量 

冷却水流量 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

貯
槽
の
液
位 

貯槽液位 

①貯槽液位（他チャンネル）

②貯槽密度

③換算表

①他チャンネルの計装配管に可搬型貯槽液位計を接続し，貯槽液位を測定する。

②密度測定用の計装配管に可搬型貯槽液位計を接続し，貯槽液位を測定する。

③主パラメータを計測するために必要な計装配管の損傷により液位計測不可となる可能性がある。

液位計測不可となった場合は，初期温度，崩壊熱密度，注水流量等の条件から換算表を用い液位を

推定する。 

機
器
の
注

水
流
量 

機器注水流量 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

凝
縮
器
出

口
の
排
気

温
度 

凝縮器出口排気温度 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

凝
縮
器
の

通
水
流
量 

凝縮器通水流量 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

表
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第３－２表 重大事項等の手順等に係るパラメータ（３／７） 

b：冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処するための設備に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

廃
ガ
ス
洗
浄
塔
の
入

口
圧
力 

廃ガス洗浄塔入口圧力 
①廃ガス洗浄塔入口圧力（他チャンネル）

②導出先セル圧力

①他チャンネルの計装配管（気相部）に可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計を接続し，廃ガス洗浄塔入

口圧力を測定する。 

②導出先セルの圧力上昇により，セル導出の成否を推定する。

導
入
先
セ
ル
の

圧
力 

導出先セル圧力 ①漏えい液受皿液位（他チャンネル）
①漏えい液受皿液位（他チャンネル）に可搬型導出先セル圧力計を接続し導出先セル圧力を測定す

る。 

フ
ィ
ル
タ
の

差
圧 

フィルタ差圧 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

漏
え
い
液
受

皿
の
液
位 

漏えい液受皿液位 
①廃ガス洗浄塔入口圧力（他チャンネル）

②貯槽液位

①他チャンネルの計装配管に可搬型漏えい液受皿液位計を接続し，漏えい液受皿液位を測定する。

②漏えい確認対象貯槽の液位低下により漏えいを推定する。

表
-
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第３－２表 重大事項等の手順等に係るパラメータ（４／７） 

c：放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

水
素
掃
気 

水素掃気流量 ①異なる計測点への接続による代替
①必要流量が確保されれば水素掃気の効果が得られるため，液位計等の計装配管へ可搬型貯槽掃気

圧縮空気流量計を接続し，水素掃気流量を測定する。 

水
素
濃
度 

水素濃度 ①水素掃気流量による代替
①必要流量が確保されれば水素掃気の効果が得られるため，水素掃気流量より水素濃度を推定す

る。 

導
入
先
セ
ル
の
圧

力 導出先セル圧力 ①漏えい液受皿液位（他チャンネル）
①漏えい液受皿液位（他チャンネル）の計装配管に可搬型導出先セル圧力計を接続し導出先セル圧

力を測定する。 表
-
1
0



第３－２表 重大事項等の手順等に係るパラメータ（５／７） 

d：有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

加
熱
設
備 

加熱蒸気温度 

①加熱蒸気温度（他チャンネル）

②濃縮缶温度

①他チャンネルの温度計にて，加熱蒸気温度を測定する。

②被加熱対象機器の温度変化により，加熱蒸気が停止していることを推定する。

濃
縮
缶
温
度 

濃縮缶気相温度 ①濃縮缶液相温度 ①濃縮缶液相温度の温度変化により，加熱蒸気が停止していることを推定する。

濃
縮
缶
供
給
槽
液

位 濃縮缶供給槽液位 ①濃縮缶供給流量 ①濃縮缶供給流量がない事を確認し，濃縮缶に液が供給されていないことを推定する。

表
-
1
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第３－２表 重大事項等の手順等に係るパラメータ（６／７） 

e：使用済み燃料貯蔵槽の冷却等のための設備に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
水
位 

燃料貯蔵プール等水位（超音波式） ①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） ①燃料貯蔵プール等水位（メジャー）により，水位を測定する。

燃料貯蔵プール等水位（メジャー） ①燃料貯蔵プール等水位（超音波式） ①燃料貯蔵プール等水位（超音波式）により，水位を測定する。

可搬型燃料貯蔵プール水位計 ①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） ①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）により，水位を測定する。

可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） ①可搬型燃料貯蔵プール水位計 ①可搬型燃料貯蔵プール水位計により，水位を測定する。

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
温

度 燃料貯蔵プール等温度 

①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）

①燃料貯蔵プール等水位（超音波式）

①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）

①可搬型燃料貯蔵プール水位計

①可搬型燃料貯蔵プール水位計の液位を確認し，燃料の冷却に必要な水位であることにより，プー

ル水温度を推定する。

現
場
映
像 

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ 

①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）

①燃料貯蔵プール等水位（超音波式）

①可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域）

①可搬型燃料貯蔵プール水位計

①可搬型燃料貯蔵プール水位計の液位を確認し，燃料の冷却に必要な水位であることをもって，現

場の環境が適切に確保されていることを推定する。 

代
替
注
水
設
備

用
流
量 

注水設備流量計 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

ス
プ
レ
イ

設
備 

スプレイ設備用流量 － 
可搬型設備の計測用であるため，重大事故発生起因では破断等がないため代替パラメータは設定し

ない。 

表
-
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第３表 代替パラメータによる主要パラメータの推定（７／７） 

f：重大事故等への対処に必要となる水の供給設備に必要な計装設備 

分類 主要パラメータ 代替パラメータ 代替パラメータ推定方法 

水
供
給
設
備 

水供給設備液位（広域） ①水供給設備液位 ①水供給設備液位より，水源が確保されていることを推定する。

表
-
1
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表４－１ 重大事故等対策の有効監視パラメータ（自主対策設備） 
（高レベル廃液ガラス固化建屋） 

事象分類 設備系統 有効監視パラメータ 

蒸発乾固 安全冷却水系

安全冷却水 1A 膨張槽水位 

安全冷却水 1A 中間熱交換器内部ループ出口冷却水温度 

安全冷却水 1A ポンプ出口流量 

安全冷却水 1A 放射線レベル 

第１高レベル濃縮廃液貯槽冷却水Ａ膨張槽水位 

第１高レベル濃縮廃液貯槽冷却水Ａ中間熱交換器内部ループ出口安全冷却水温度 

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 中間熱交換器入口流量 

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 放射線レベル 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 膨張槽水位 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水Ａ中間熱交換器内部ループ出口安全冷却水温度 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 中間熱交換器入口流量 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 A 放射線レベル 

安全系冷却水Ａ系膨張槽水位 

安全冷却水 A 系中間熱交換器内部ループ出口冷却水温度 

安全冷却水 A 系中間熱交換器入口流量 

安全冷却水 A 系放射線レベル 

高レベル廃液共用貯槽冷却水Ａ膨張槽水位 

高レベル廃液共用貯槽冷却水Ａ中間熱交換器内部ループ出口安全冷却水温度 

高レベル廃液共用貯槽冷却水Ａ中間熱交換器入口流量 

高レベル廃液共用貯槽冷却水Ａ放射線レベル 

安全冷却水 1B 膨張槽水位 

安全冷却水 1B 中間熱交換器内部ループ出口冷却水温度 

安全冷却水 1B ポンプ出口流量 

安全冷却水 1B 放射線レベル 

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 膨張槽水位 

第１高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 中間熱交換器内部ループ出口安全冷却水温度 

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 中間熱交換器入口流量 

第 1 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 放射線レベル 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 膨張槽水位 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 中間熱交換器内部ループ出口安全冷却水温度 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 中間熱交換器入口流量 

第 2 高レベル濃縮廃液貯槽冷却水 B 放射線レベル 
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事象分類 設備系統 有効監視パラメータ 

蒸発乾固 

安全冷却水系

安全系冷却水 B 系膨張槽水位 

安全冷却水 B 系中間熱交換器内部ループ出口冷却水温度 

安全冷却水 B 系中間熱交換器入口流量 

安全冷却水 B 系放射線レベル 

高レベル廃液共用貯槽冷却水 B 膨張槽水位 

高レベル廃液共用貯槽冷却水 B 中間熱交換器内部ループ出口安全冷却水温度 

高レベル廃液共用貯槽冷却水 B 中間熱交換器入口流量 

高レベル廃液共用貯槽冷却水 B 放射線レベル 

高レベル濃縮 

廃液貯蔵系

第１高レベル濃縮廃液貯槽廃液温度１ 

第１高レベル濃縮廃液貯槽液位 

第１高レベル濃縮廃液貯槽密度 

第２高レベル濃縮廃液貯槽廃液温度１ 

第２高レベル濃縮廃液貯槽液位 

第２高レベル濃縮廃液貯槽密度 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽廃液温度１ 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽液位 

第１高レベル濃縮廃液一時貯槽密度 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽廃液温度１ 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽液位 

第２高レベル濃縮廃液一時貯槽密度 

高レベル濃縮廃液貯槽第１セル漏えい液受皿液位Ａ 

高レベル濃縮廃液貯槽第２セル漏えい液受皿液位Ａ 

高レベル濃縮廃液一時貯槽セル漏えい液受皿液位Ａ 

不溶解残渣 

廃液貯蔵系

第１不溶解残渣廃液一時貯槽廃液温度１ 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽液位 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽密度 

第２不溶解残渣廃液一時貯槽廃液温度１ 

第２不溶解残渣廃液一時貯槽液位 

第２不溶解残渣廃液一時貯槽密度 

第１不溶解残渣廃液貯槽廃液温度１ 

第１不溶解残渣廃液貯槽液位 

第１不溶解残渣廃液貯槽密度 

第２不溶解残渣廃液貯槽廃液温度１ 

第２不溶解残渣廃液貯槽液位 
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事象分類 設備系統 有効監視パラメータ 

蒸発乾固 

不溶解残渣 

廃液貯蔵系

第２不溶解残渣廃液貯槽密度 

不溶解残渣廃液一時貯槽セル漏えい液受皿１液位Ａ 

不溶解残渣廃液貯槽第１セル漏えい液受皿液位Ａ 

不溶解残渣廃液貯槽第２セル漏えい液受皿液位Ａ 

共用貯蔵系

高レベル廃液共用貯槽廃液温度１ 

高レベル廃液共用貯槽液位 

高レベル廃液共用貯槽密度 

高レベル廃液共用貯槽セル漏えい液受皿液位Ａ 

高レベル廃液 

ガラス固化設備

高レベル廃液混合槽 A 廃液温度 

高レベル廃液混合槽 A 液位 1 

高レベル廃液混合槽 A 下部密度 

高レベル廃液混合槽 B 廃液温度 

高レベル廃液混合槽 B 液位 1 

高レベル廃液混合槽 B 下部密度 

供給液槽 A 廃液温度 

供給液槽 A 下部液位 

供給液槽 A 密度 3 

供給槽 A 廃液温度 

供給槽 A 下部液位 

供給槽 A 密度 

供給液槽 B 廃液温度 

供給液槽 B 下部液位 

供給液槽 B 密度 3 

供給槽 B 廃液温度 

供給槽 B 下部液位 

供給槽 B 密度 

固化セル漏えい液受皿液位 A 

高レベル廃液混合槽第 1 セル漏えい液受皿液位 A 

高レベル廃液混合槽第 2 セル漏えい液受皿液位 A 

塔槽類廃ガス処

理設備（不溶解

残渣廃液廃ガス

処理系） 

不溶解残渣廃液廃ガス処理系廃ガス洗浄塔入口圧力Ａ 

塔槽類廃ガス処

理設備（高レ

ベル濃縮廃液

廃 ガ ス 処 理

系） 

高レベル濃縮廃液廃ガス処理系廃ガス洗浄塔入口圧力Ａ 

表-16



表４－２ 重大事故等対処設備を活用する手順等の判断基準として 
用いる補助パラメータ 

事象分類 設備系統 補助パラメータ 

蒸発乾固 

所内高圧系統 
GA-M/C-A 母線電圧 

GA-M/C-B 母線電圧 

所内低圧系統 
KA-P/C-A 母線電圧 

KA-P/C-B 母線電圧 

表-17



○機器内蒸発乾固の対処に使用する計装設備の概要

第１図．計装設備の概要 
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第２－１図 電源設備の単線結線図（前処理建屋可搬型発電機～前処理建屋重大事故対処用母線） 
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備
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第２－２図 電源設備の単線結線図（分離建屋可搬型発電機～分離建屋重大事故対処用母線及び制御建屋） 

200Ｖ 
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第２－３図 電源設備の単線結線図（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機～ 

精製建屋重大事故対処用母線及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋重大事故対処用母線） 

200Ｖ 
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 Ｄ／Ｇ 

凡例 

：接続口 

：可搬型電源ケーブル 

：電源ケーブル 
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第２－４図 電源設備の単線結線図（高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機～ 

高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線） 

200Ｖ 

高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線 高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 
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：可搬型電源ケーブル 

：電源ケーブル 

：配線用遮断器 
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第２－５図 電源設備の単線結線図（各可搬型発電機～使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設，制御建屋） 
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第３図 情報把握計装設備の系統概要図（パラメータ記録時に使用する設備） 

中央制御室

可搬型情報表示装置

可搬型情報収集装置

前処理建屋

可搬型情報

収集装置

重大事故等

対処計装設備から

（建屋境界）

緊急時対策所

情報表示装置

情報収集装置

分離建屋

可搬型情報

収集装置

重大事故等

対処計装設備から

（建屋境界）

精製建屋

可搬型情報

収集装置

重大事故等

対処計装設備から

（建屋境界）

ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋

可搬型情報

収集装置

重大事故等

対処計装設備から

（建屋境界）

高レベル廃液

ガラス固化建屋

可搬型情報

収集装置

重大事故等

対処計装設備から

（建屋境界）

使用済燃料

受入れ・貯蔵建屋

可搬型情報

収集装置

(使用済燃料受入
れ・貯蔵建屋用)

重大事故等

対処計装設備から

（建屋境界）

（建屋境界）
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ＳＡ設備基準適合性 一覧表
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（常設） 

33 条適合性 

43 条 

常設重大事故等対処設備 

－ 

計装配管 

－ 

－ 

一式 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

一式 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件
に
お
け

る
健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
平常時と同等 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 

溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

通常と同じ弁操作 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
重大事故等対処の系統を隔離し、通常時の系統

構成とするため悪影響を及ぼさない 

その他（飛散物） 
地震起因重大事故機能維持設計としており悪

影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項(

常
設) 

共
通
要
因
故
障
防
止 

地震（溢水） 

・地震起因重大事故機能維持設計としており、

重大事故等の起因となる安全機能と同時に機

能喪失しない

・溢水の影響を受けない

落雷 影響を受けない 

降下火砕物による降灰濃度 影響を受けない 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 － 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

－ 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） － 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる場

所への保管 

－ 

その他 － 

故意による大型航空機の衝突に対す

る考慮 

－ 

第５号 アクセスルート － 

第６号 

共
通
要
因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 

－ 

補2-1-2



再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型膨張槽液位計 

－ 

 乾電池式 

５台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件
に
お
け

る
健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 

溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項(

常

設) 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 
－ 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 膨張槽開口部からの挿入 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型冷却コイル圧力計 

－ 

 機械式 

７台（うち４台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型貯槽温度計 

テスタ 

 

乾電池式 

８台（うち３台は故障時バックアップ，３台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 温度表示切替操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型貯槽温度計 

センサ 

 

熱電対 

テスタと組み合わせて使用 

31 台（うち 16 台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 ガイド管への挿入 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型冷却水流量計 

－ 

 

乾電池式 

23 台（うち 10 台は故障時バックアップ，８台

は待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

３セット 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

・故障時バックアップも含め複数のアクセスル

ート上に分散配置 

・外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型貯槽液位計 

－ 

 エアパージ式 

31 台（うち 16 台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 パージエアー供給操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型機器注水流量計 

－ 

 

乾電池式 

68 台（うち 30 台は故障時バックアップ，23

台は待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

３セット 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 ガイド管への挿入 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

・故障時バックアップも含め複数のアクセスル

ート上に分散配置 

・外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型凝縮器出口排気温度計 

テスタ 

 

乾電池式 

５台（うち２台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 温度表示切替操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型凝縮器出口排気温度計 

センサ 

 

熱電対 

テスタと組み合わせて使用 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 ガイド管への挿入 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型凝縮器通水流量計 

－ 

 

乾電池式 

５台（うち２台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

３セット 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

・故障時バックアップも含め複数のアクセスル

ート上に分散配置 

・外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型廃ガス洗浄塔入口圧力計 

－ 

 機械式 

５台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型導出先セル圧力計 

－ 

 機械式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型フィルタ差圧計 

－ 

 機械式 

５台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

高レベル廃液ガラス固化建屋における冷却機

能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装

設備 

可搬型漏えい液受皿液位計 

－ 

 エアパージ式 

５台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型圧縮空気ユニット圧力計 

－ 

 機械式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型予備圧縮空気ユニット圧力計 

－ 

 機械式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型手動圧縮空気ユニット接続系統圧力計 

－ 

 エアパージ式 

９台（うち５台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

－ 

 

充電池式 

18 台（うち８台は故障時バックアップ，６台

は待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

３セット 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計 

充電池式 

 － 

12 台（うち８台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

３セット 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

・故障時バックアップも含め複数のアクセスル

ート上に分散配置 

・外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型水素掃気系統圧縮空気圧力計 

－ 

 機械式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型かくはん系統圧縮空気圧力計 

－ 

 機械式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型導出先セル圧力計 

－ 

 機械式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型セル導出ユニット流量計 

－ 

 

充電池式 

５台（うち２台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型セル導出ユニット流量計 

充電池 

 － 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型水素濃度計 

－ 

 充電池式 

３台（うち２台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 サンプリングガスの流量調整 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 カプラ方式 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋における放

射線分解により発生する水素による爆発の対

処に必要な計装設備 

可搬型フィルタ差圧計 

－ 

 機械式 

５台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
簡易倉庫に保管しているものは建屋内又は保

管庫に移動 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型水位計（超音波式） 

－ 

 

乾電池式 

５台（うち２台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
平常時と同等 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 携行型のため影響をうけない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 平常時と同等 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 平常時と同等 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
建物内の個数で対処可能であるため対応はな

い 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型水位計（メジャー） 

－ 

 

－ 

３台（うち１台は故障時バックアップ，1 台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット 

（１セット） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
平常時と同等 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 平常時と同等 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 平常時と同等 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
建物内の個数で対処可能であるため対応はな

い 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型水温計 

－ 

 

乾電池式 

５台（うち２台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋１台 

（１セット＋１台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
平常時と同等 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 携行型のため影響をうけない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 平常時と同等 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 平常時と同等 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリアにも故障時バックアップを保

管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 建物内及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
建物内の個数で対処可能であるため対応はな

い 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型燃料貯蔵プール水位計 

－ 

 

可搬型発電機給電 

６台（うち３台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） 

 

 可搬型発電機給電 

24 台（うち 18 台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

空冷ユニット F に搭載するため，空冷ユニット

F と同じセット数 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 パージエアー供給操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(
常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型燃料貯蔵プール温度計 

－ 

 可搬型発電機給電 

14 台（うち８台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(
常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型代替注水設備流量計 

－ 

 

乾電池式 

６台（うち３台は故障時バックアップ，２台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型スプレイ設備流量計 

－ 

 

乾電池式 

39 台（うち 14 台は故障時バックアップ，13

台は待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ 

－ 

 可搬型発電機給電 

14 台（うち８台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けないよう設置 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(
常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニットＡ 

 可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニット B 

 可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニット C 

可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる場

所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対す

る考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニット D 

可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 

補2-1-41



再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニット E 

可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニット F 

可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット 

空冷ユニット G 

 可搬型発電機給電 

４台（うち３台は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 

操作環境 屋外 

操作内容 
起動及び停止操作 

弁の手動操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット用ホース（５ｍ／本） 

－ 

－ 

692 本（うち 346 本は故障時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット 

（１セット） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(
常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ用冷却

ケース 

－ 

 － 

14 基（うち８基は故障時バックアップ） 

第
３
３
条 

第
１
項
（
共
通
） 

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ 

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

※動的機器ではないが，カメラと同じ台数を配

備 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性 

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響 

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止 

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所 

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止 

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計用冷却ケ

ース 

－ 

－ 

４基（うち３基は故障時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

※動的機器ではないが，線量率計と同じ台数を

配備

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
重大事故環境に対応 

自然現象等 屋内のため該当しない 

地震随伴の溢水 溢水の影響を受けない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 操作不要 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 10mSv 以下で作業管理 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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再処理施設 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬） 

33 条適合性 

43 条 

可搬型重大事故等対処設備 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処

に必要な計装設備 

可搬型空冷ユニット用空気圧縮機 

－ 

－ 

５台（うち３台は故障時バックアップ，１台は

待機除外時バックアップ） 

第
３
３
条

第
１
項
（
共
通
）

第１号 

個数 

（）は可搬型重大事故等対処設備の故障時バッ

クアップ

２セット＋２台 

（１セット＋２台） 

容量 － 

第２号 

環
境
条
件

に
お
け
る

健
全
性

温度、圧力、湿度、放射線 
屋外環境に対応 

自然現象等 屋外環境に対応 

地震随伴の溢水 屋外のため該当しない 

第３号 操作性 
操作環境 屋内 

操作内容 起動及び停止操作 

第４号 試験・検査 

33 条 別紙－１参照 

第５号 
切り替え性（本来の用途以外の用途で使用する

場合） 

重大事故対処専用であり該当しない 

第６号 
悪
影
響

系統設計 
通常時は分離された状態であり悪影響を及ぼ

さない 

その他（飛散物） 保管時は固縛により悪影響を及ぼさない 

第７号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第
２
項

(

常
設) 

共
通
要

因
故
障

防
止

地震（溢水） － 

落雷 － 

降下火砕物による降灰濃度 － 

第
３
項
（
可
搬
型
） 

第１号 常設との接続性 常設との接続はない 

第２号 
異なる複数の接続口の確保 

（再処理施設の外から水等を供給するもの） 

対象外 

第３号 設置場所（放射線影響の防止） 屋外 

第４号 

保
管
場
所

常設重大事故等対処設備と異なる

場所への保管 

考慮する対象となる常設重大事故等対処設備

はない 

その他 
同じ機能を有する可搬型重大事故等対処設備

同士は分散して保管 

故意による大型航空機の衝突に対

する考慮 

外部保管エリア１，２に分散して保管 

第５号 アクセスルート ２ルート確保 

第６号 

共
通
要
因

故
障
防
止

地震（溢水） 保管時は固縛、溢水に対する防護をして保管 

落雷 保管庫及び簡易倉庫に保管 

降下火砕物による降灰濃度 
保管庫内の個数で対処可能であるため対応は

ない 
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補足説明資料 2-2（４３条）  

 





第 9.16－190 図 電源設備の単線結線図（前処理建屋可搬型発電機～前処理建屋重大事故対処用母線） 

（建屋境界） 

前処理建屋 

200Ｖ 

前処理建屋可搬型発電機 

 Ｄ／Ｇ 

可
搬
型
分
電
盤

前処理建屋重大事故対処用母線 

可
搬
型
分
電
盤

前処理建屋重大事故対処用母線 

情
報
把
握
計
装
設
備

情
報
把
握
計
装
設
備

凡例 

：接続口 

：可搬型電源ケーブル 

：電源ケーブル 

：配線用遮断器 

補
2
-
2
-
1



第 9.16－191 図 電源設備の単線結線図（分離建屋可搬型発電機～分離建屋重大事故対処用母線及び制御建屋） 

 

200Ｖ 

分離建屋可搬型発電機 

 Ｄ／Ｇ 

可
搬
型
分
電
盤

分離建屋重大事故対処用母線 

可
搬
型
分
電
盤

分離建屋重大事故対処用母線 

（建屋境界） 

分離建屋 

（建屋境界） 

制御建屋 

可
搬
型
分
電
盤

100Ｖ 

情
報
把
握
計
装
設
備

情
報
把
握
計
装
設
備

凡例 

：接続口 

：可搬型電源ケーブル 

：電源ケーブル 

：配線用遮断器 

補
2
-
2
-
2



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9.16－192 図 電源設備の単線結線図（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機～ 

精製建屋重大事故対処用母線及びウラン・プルトニウム混合脱硝建屋重大事故対処用母線） 

200Ｖ 

可
搬
型
分
電
盤 

情
報
把
握
計
装
設
備 

精製建屋 

重大事故対処用母線 

可
搬
型
分
電
盤 

情
報
把
握
計
装
設
備 

精製建屋 

重大事故対処用母線 

（建屋境界） 

精製建屋 

200Ｖ 

可
搬
型
分
電
盤 

情
報
把
握
計
装
設
備 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

重大事故対処用母線 

可
搬
型
分
電
盤 

情
報
把
握
計
装
設
備 

（建屋境界） 

ウラン・プルトニウム 

混合脱硝建屋 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 

重大事故対処用母線 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可搬型発電機 

 Ｄ／Ｇ 

凡例 

：接続口 

：可搬型電源ケーブル 

：電源ケーブル 

：配線用遮断器 

補
2
-
2
-
3



第 9.16－193 図 電源設備の単線結線図（高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機～ 

高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線） 

200Ｖ 

高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線 高レベル廃液ガラス固化建屋重大事故対処用母線 

高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 

 Ｄ／Ｇ 

（建屋境界） 

高レベル廃液ガラス固化建屋 

可
搬
型
分
電
盤

情
報
把
握
計
装
設
備

情
報
把
握
計
装
設
備

可
搬
型
分
電
盤

凡例 

：接続口 

：可搬型電源ケーブル 

：電源ケーブル 

：配線用遮断器 

補
2
-
2
-
4



第 9.16－194 図 電源設備の単線結線図（各可搬型発電機～使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設，制御建屋） 

100Ｖ 

情報把握計装設備 

可搬型発電機 

 Ｄ／Ｇ 

200Ｖ 

 

使用済燃料の受入れ施設及び 

貯蔵施設可搬型発電機 

（建屋境界） 

制御建屋 

情
報
把
握
計
装
設
備

重
大
事
故
等
対
処
計
装
設
備

情
報
把
握
計
装
設
備

燃
料
貯
蔵
プ
ー
ル
等
の
冷
却

等
の
機
能
喪
失
の
対
処
に

必
要
な
放
射
線
計
測
設
備

可搬型空冷ユニット 

100Ｖ 100Ｖ 100Ｖ 

（建屋境界） 

使用済燃料の受入れ 

施設及び貯蔵施設 

Ｄ／Ｇ Ｄ／Ｇ 

補
2
-
2
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補足説明資料 2-3（４３条）  





配置図 
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第 58－3－1 表 配置図一覧表（１／３） 

主要設備 設置場所 図番号 

不溶解残渣廃液一時貯槽溶液温度 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地下３階 第 58ー3ー1ー1 図 高レベル濃縮廃液一時貯槽溶液温度 

高レベル廃液混合槽溶液温度 

高レベル廃液共用貯槽溶液温度 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地下２階 第 58ー3ー1ー2 図 

高レベル濃縮廃液貯槽溶液温度 

不溶解残渣廃液貯槽溶液温度 

冷却水流量 

漏えい液受皿液位 

供給液槽溶液温度 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地下１階 第 58ー3ー1ー3 図 供給槽溶液温度 

漏えい液受皿液位 

冷却水流量 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地上１階 第 58ー3ー1ー4 図 

膨張槽液位 

冷却コイル圧力 高レベル廃液ガラス固化建屋 地下２階 第 58ー3ー1ー5 図 

冷却コイル圧力 高レベル廃液ガラス固化建屋 地下１階 第 58ー3ー1ー6 図 

高レベル濃縮廃液貯槽注水流量 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地下２階 第 58ー3ー1ー7 図 

高レベル廃液共用貯槽注水流量 

不溶解残渣廃液貯槽注水流量 

高レベル廃液混合槽注水流量 

高レベル廃液混合槽液位 

高レベル濃縮廃液一時貯槽注水流量 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地下１階 第 58ー3ー1ー8 図 

不溶解残渣廃液一時貯槽注水流量 

供給液槽注水流量 

供給槽注水流量 

高レベル濃縮廃液貯槽液位 

不溶解残渣廃液一時貯槽液位 

不溶解残渣廃液貯槽液位 

高レベル廃液共用貯槽液位 

高レベル濃縮廃液貯槽液位 

高レベル濃縮廃液一時貯槽液位 

高レベル濃縮廃液貯槽注水流量 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地上１階 第 58ー3ー1ー9 図 

高レベル濃縮廃液一時貯槽注水流量 
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第 58－3－1 表 配置図一覧表（２／３） 

主要設備 設置場所 図番号 

不溶解残渣廃液一時貯槽注水流量 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地上１階 第 58ー3ー1ー9 図 

不溶解残渣廃液貯槽注水流量 

高レベル廃液共用貯槽注水流量 

高レベル廃液混合槽注水流量 

供給液槽注水流量 

供給槽注水流量 

供給液槽液位 

供給槽液位 

放射性配管分岐セル圧力 高レベル廃液ガラス固化建屋 地下３階 第 58ー3ー1ー10 図 

廃ガス洗浄塔入口圧力 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地下１階 第 58ー3ー1ー11 図 

可搬型フィルタ差圧 

凝縮器出口排気温度 

高レベル廃液ガラス固化建屋 地上１階 第 58ー3ー1ー12 図 

凝縮器通水流量 

圧縮空気ユニット圧力 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地下１階 第 58－3ー2ー1 図 

水素掃気系統圧縮空気圧力 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地上１階 第 58－3ー2ー2 図 

かくはん系統圧縮空気圧力 

硝酸プルトニウム貯槽掃気流量 

混合槽掃気流量 

一時貯槽掃気流量 

セル導出ユニット流量 

予備圧縮空気ユニット圧力 

手動圧縮空気ユニット接続系統圧力 

貯槽水素濃度 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地上２階 第 58－3ー2ー3 図 

セル導出ユニット流量 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地上１階 第 58－3ー2ー4 図 

硝酸プルトニウム貯槽掃気流量 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地上２階 第 58－3ー2ー5 図 

混合槽掃気流量 

一時貯槽掃気流量 

貯槽水素濃度 

可搬型フィルタ差圧 ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地下２階 第 58－3ー2ー6 図 

硝酸プルトニウム貯槽セル圧力 

ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 地下１階 第 58－3ー2ー7 図 

硝酸プルトニウム貯槽セル水素濃度 

可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ 

使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上１階 第 58－3ー4ー1 図 

可搬型燃料貯蔵プール水位計 
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第 58－3－1 表 配置図一覧表（３／３） 

主要設備 設置場所 図番号 

可搬型燃料貯蔵プール空間線量率計 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋 地上１階 第 58－3ー4ー1 図 
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第５８－３－１－１図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（内部ループ通水）（地下３階） 

補
2
-
3
-
5



 

第５８－３－１－２図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（内部ループ通水）（地下２階） 

補
2
-
3
-
6



 

第５８－３－１－３図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（内部ループ通水）（地下１階） 

補
2
-
3
-
7



 

第５８－３－１－４図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（内部ループ通水）（地上１階） 

補
2
-
3
-
8



 

第５８－３－１－５図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（冷却コイル又は冷却ジャケット通水）（地下２階） 

補
2
-
3
-
9



 

第５８－３－１－６図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（冷却コイル又は冷却ジャケット通水）（地下１階） 

補
2
-
3
-
1
0



 

第５８－３－１－７図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（拡大防止対策）（地下２階） 

補
2
-
3
-
1
1



 

第５８－３－１－８図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（拡大防止対策）（地下１階） 

補
2
-
3
-
1
2



 

 

第５８－３－１－９図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（拡大防止対策）（地上１階） 

補
2
-
3
-
1
3



 

第５８－３－１－１０図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（異常な水準の放出防止対策）（地下３階） 

補
2
-
3
-
1
4



 

第５８－３－１－１１図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（異常な水準の放出防止対策）（地下１階） 

補
2
-
3
-
1
5



第５８－３－１－１２図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴う高レベル廃液ガラス固化建屋の冷却機能喪失事故」の 

機器配置図（異常な水準の放出防止対策）（地上１階） 

補
2
-
3
-
1
6



第５８－３－２－１図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（発生防止対策）（地下１階） 

補
2
-
3
-
1
7

については核不拡散の観点から公開できません。



第５８－３－２－２図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（発生防止対策）（地上１階） 

補
2
-
3
-
1
8

については核不拡散の観点から公開できません。



第５８－３－２－３図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（発生防止対策）（地上２階） 

補
2
-
3
-
1
9

については核不拡散の観点から公開できません。



第５８－３－２－４図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（拡大防止対策）（地上１階） 

補
2
-
3
-
2
0

については核不拡散の観点から公開できません。



第５８－３－２－５図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（拡大防止対策）（地上２階） 

補
2
-
3
-
2
1

については核不拡散の観点から公開できません。



第５８－３－２－６図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（異常な水準の放出防止対策）（地下２階） 

補
2
-
3
-
2
2

については核不拡散の観点から公開できません。



第５８－３－２－７図 「地震発生による全交流動力電源の喪失を伴うウラン・プルトニウム混合脱硝建屋の水素掃気機能喪失事故」の 

機器配置図（異常な水準の放出防止対策）（地下１階） 

補
2
-
3
-
2
3

については核不拡散の観点から公開できません。



 

第５８－３－４－１図 「燃料貯蔵プール等の冷却機能喪失（想定事故１，想定事故２）」の機器配置図（南ルート）（地上１階） 

 

 

補
2
-
3
-
2
4



第５８－３－４－２図 「燃料貯蔵プール等の冷却機能喪失（想定事故１，想定事故２）」の機器配置図（北ルート）（地上１階） 

補
2
-
3
-
2
5
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補足説明資料 2-4（４３条）  





系統図 

○機器内蒸発乾固の対処に使用する計装設備の概要

補
2
-
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令和元年 12 月 17 日 R1 

 

 

 

 

 

補足説明資料 2-5（４３条）  





試験検査 

補2-5-1





第 1 表 試験検査一覧表 

計器分類 パラメータ 図番号 

可搬型水位計

膨張槽液位

第 1 図 

貯槽液位 

漏えい液受皿液位 

燃料貯蔵プール水位 

可搬型圧力計 

冷却コイル圧力 

第 2 図 

廃ガス洗浄塔入口圧力 

導出先セル圧力 

フィルタ差圧

圧縮空気貯槽圧力 

圧縮空気ユニット圧力 

予備圧縮空気ユニット圧力 

手動圧縮空気ユニット接続系統圧力 

水素掃気系統圧縮空気圧力 

かくはん系統圧縮空気圧力 

可搬型流量計 

冷却水流量 

第 3 図 

機器注水流量 

凝縮器通水流量 

貯槽掃気圧縮空気流量 

セル導出ユニット流量

代替注水設備流量 

スプレイ設備流量

放水砲供給水流量 
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計器分類 パラメータ 図番号 

建屋供給冷却水流量 

可搬型温度計 

貯槽温度 

第 4 図 

凝縮器出口排気温度 

燃料貯蔵プール温度 第 5 図 

可搬型 

水素濃度計 
水素濃度 第 6 図 

可搬型 

放射線量計 
冷却水排水線量 第 7 図 

情報把握監視設備 第 8 図 

補2-5-3



 

○計装設備の試験検査について 

 

 可搬型計装設備は、健全性及び能力を確認するため，定期的に保守点検，試

験又は検査（校正）を模擬入力による機能・性能の確認及び校正をする。 

具体的な可搬型計測設備の機能・性能の確認及び校正方法は第 1～7 図のと

おりである。 

※計器類は，校正の他に校正された計器を定期的に交換する場合もある。 

ディジタル
マノメータ

加圧ポンプ水位計

①加圧ポンプにより水位計に圧力を印加し、計器の単体試験及び校正を実施（検査・校正）

①

 

第 1 図 水位計の試験検査 

 

ディジタル
マノメータ

加圧ポンプ圧力計

①加圧ポンプにより圧力計に圧力を印加し、計器の単体試験及び校正を実施（検査・校正）

①

 

第 2 図 圧力計の試験検査 
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ディジタル
マルチメータ

流量検出器

①流量計の絶縁抵抗値を測定（検査）
②流量計のコイル抵抗値を測定（検査）
③キャリブレータにより流量計に模擬入力を与え、計器の単体試験及び校正を実施（検査・校正）

絶縁抵抗計

①

②

流量器変換器 ディジタル
マルチメータ

ディジタル
マルチメータ

標準抵抗器キャリブレータ

③

 

第 3 図 流量計の試験検査 

 

絶縁抵抗計温度計本体

温度計出力端子

①温度計の絶縁抵抗値を測定（検査）
②温度計（熱電対）の熱起電力を測定（検査）

①

冷接点補償器熱電対

ディジタル
マルチメータ

②

 

第 4 図 温度計（熱電対）の試験検査 
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絶縁抵抗計測温抵抗体

②

絶縁抵抗計温度計本体

温度計出力端子

①

①温度計の絶縁抵抗値を測定（検査）
②温度計（測温抵抗体）の線間抵抗値を測定（検査）

 

第 5 図 温度計（測温抵抗体）の試験検査 

 

水素濃度計

ディジタル
マルチメータ

ガスボンベ

①ガスボンベにより水素濃度計にサンプルガスを流し、計器の単体試験及び校正を実施（検査・校正）

①

 

第 6 図 水素濃度計の試験検査 
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ディジタル
レートメータ

半導体検出器

①137CS線源を半導体検出器に照射し、計器の単体試験及び校正を実施（検査・校正）

137Cs線源

①

 

第 7 図 放射線量率計の試験検査 

 

 

 

 

第 8 図 情報把握監視設備の試験検査 

 

①可搬型パラメータ収集装置に模擬入力装置から信号を入力し、中央制御室の可搬型パラメータ表示装置および

緊急時対策所の情報表示装置にて表示を確認（検査） 

補2-5-7



 

 

令和元年 12 月 17 日 R3 

 

 

 

 

 

補足説明資料 2-6（４３条）  





容量設定根拠 

補2-6-1





１．概要 

本説明書は，重大事故等対処設備の構成及び計測範囲について説明するものであり、

代表例として冷却機能の喪失による蒸発乾固の対処に必要な計装設備を示す。 

 

２．基本方針 

重大事故等が発生し，非常用のものを含む計測機器の直流電源の喪失その他の故障に

より重大事故等に対処するために必要な情報を把握することが困難となった場合におい

て，可搬型の計測機器により重大事故等の対処に有効な情報を把握できる設計とする。 

 

３．重大事故等対処設備の構成 

（１）液位計 

a．ロープ式 

膨張槽上部の点検口等の開口部からロープに接続される検出プローブを挿入

し，プローブが水面に接した際のロープ長から水位を計測する。本計測器は乾

電池により動作する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

検出プローブ

膨張槽

可搬型計測器
重大事故等対処設備 
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    b．パージ式 

      計装配管に圧縮空気を供給し，水頭圧に等しい圧力を差圧指示計により指示

し，この指示計の差圧値を換算し液位を求める。本計測器は機械式であり電源

は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※上記以外の液位計として、フロート、超音波、電磁式、レーザー式等がある。 

 

（２）圧力計 

機械式の圧力計であり，圧力計内部の弾性素子が圧力により変異し圧力を指示す

る。本計測器は，機械式であり電源は不要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯槽

計装配管

可搬型計測器

接続

圧縮空気

重大事故等対処設備 可搬型計測器

圧縮空気

接続

漏えい液受皿

計装配管

重大事故等対処設備 

コイル通水配管
接続口

冷却水

可搬型ホース

可搬型計測器重大事故等対処設備 

廃ガス洗浄塔

計装配管

可搬型計測器

接続

重大事故等対処設備 
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※上記以外の圧力計として、ダイアフラム式、ベローズ式等がある。 

 

（３）温度計 

熱電対式又は測温抵抗体式の検出器と検出器からの出力信号を計測し，温度に換

算して表示を行うテスタで構成する。本計測器はテスタに使用する乾電池により

動作する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記以外の温度計として、バイメタル式、放射温度計等がある。 

可搬型フィルタユニット

接続 接続

可搬型計測器
重大事故等対処設備 

セル

可搬型計測器

接続

計装配管

重大事故等対処設備 

貯槽

ガイド管

挿入

可搬型計測器

テスタ

接続

検出器

重大事故等対処設備 

挿入

可搬型計測器

廃ガス

ガイド管

テスタ

接続

検出器

重大事故等対処設備 
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（４）流量計 

電磁式流量計で，流量に比例する起電力を計測し，流量を指示する。本計測器は，

乾電池により動作する。 

 

 

 

 

 

 

 

※上記以外の流量計として、羽根車式、熱式、超音波式、ダイアフラム式等がある。 

 

４．可搬型計測器の計測範囲 

計測装置の計測範囲について，表１に示す。 

可搬型ホース

可搬型計測器重大事故等対処設備 
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表１ 計測装置の計測範囲（1／5） 

名称 計測範囲 

プラントの状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に関する考え方 
通常運転時※１ 

重大事故等時※１ 

蒸発乾固 

第１高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽水位 
0～10ｍ ～ ｍｍ 0～1.1m 

各建屋の膨張槽の高さをカバーできる計測

範囲を設定する。 

第２高レベル濃縮廃液

貯槽冷却水膨張槽水位 
0～10ｍ ～ ｍｍ 0～1.1m 

各建屋の膨張槽の高さをカバーできる計測

範囲を設定する。 

安全系冷却水系膨張槽

水位 
0～10ｍ ～ ｍｍ 0～1.1m 

各建屋の膨張槽の高さをカバーできる計測

範囲を設定する。 

高レベル廃液共用貯槽

冷却水膨張槽水位 
0～10ｍ ～ ｍｍ 0～1.1m 

各建屋の膨張槽の高さをカバーできる計測

範囲を設定する。 

安全冷却水 1 膨張槽水

位 
0～10ｍ ～ ｍｍ 0～1.1m 

各建屋の膨張槽の高さをカバーできる計測

範囲を設定する。 

冷却コイル圧力 0～1MPa － 0～0.6Mpa 
冷却水の移送ポンプの吐出圧力以上の計測

範囲を設定する。 

第１高レベル濃縮廃液

貯槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第２高レベル濃縮廃液

貯槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第１高レベル濃縮廃液

一時貯槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第２高レベル濃縮廃液

一時貯槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第１不溶解残渣廃液一

時貯槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第２不溶解残渣廃液一

時貯槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第１不溶解残渣廃液貯

槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

第２不溶解残渣廃液貯

槽廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

補
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については商業機密の観点から公開できません。



表１ 計測装置の計測範囲（2／5） 

名称 計測範囲 

プラントの状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に関する考え方 
通常運転時※１ 

重大事故等時※１ 

蒸発乾固 

高レベル廃液共用貯槽

廃液温度１ 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

高レベル廃液混合槽廃

液温度 
0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 

貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

供給液槽廃液温度 0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 
貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

供給液槽廃液温度 0～300℃ 0～100℃ 24～156℃ 
貯槽沸騰時の温度をカバーできる範囲を設

定する。 

冷却水流量 6～107m3/h － 0～92 m3/h 
各建屋に供給する必要冷却水流量をカバー

できる範囲を設定する。 

第１高レベル濃縮廃液

貯槽液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

第２高レベル濃縮廃液

貯槽液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

第１高レベル濃縮廃液

一時貯槽液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

第２高レベル濃縮廃液

一時貯槽液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

第１不溶解残渣廃液一

時貯槽液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

第２不溶解残渣廃液一

時貯槽液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 
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表１ 計測装置の計測範囲（3／5） 

名称 計測範囲 

プラントの状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に関する考え方 
通常運転時※１ 

重大事故等時※１ 

蒸発乾固 

第１不溶解残渣廃液貯

槽液位 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

第２不溶解残渣廃液貯

槽液位 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

高レベル廃液共用貯槽

液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

高レベル廃液混合槽 A

液位 1 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

高レベル廃液混合槽 B

液位 1 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

供給液槽 A 下部液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

供給槽 A 下部液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

供給液槽 B 下部液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

供給槽 B 下部液位 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 
各貯槽の液高さをカバーできる計測範囲を

設定する。 

機器注水流量 6～107m3/h － 0.8～25.2 m3/h 
各建屋の機器に注水する際の必要流量をカ

バーできる範囲を設定する。 

凝縮器出口排気温度 0～300℃ － 4～156℃ 
各建屋凝縮器出口の排気温度をカバーでき

る温度を設定する。 

凝縮器通水流量 32～572m3/h － 0～54 m3/h 
各建屋の凝縮器に供給する必要流量をカバ

ーできる範囲を設定する。 
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表１ 計測装置の計測範囲（4／5） 

名称 計測範囲 

プラントの状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に関する考え方 
通常運転時※１ 

重大事故等時※１ 

蒸発乾固 

不溶解残渣廃液廃ガス

処理系廃ガス洗浄塔入

口圧力Ａ 

-5～10kPa -12～0kPa -0.24～2.3kPa
廃ガス洗浄塔ポットの水頭圧をカバーでき

る範囲を設定する。 

高レベル濃縮廃液廃ガ

ス処理系廃ガス洗浄塔

入口圧力Ａ

-5～10kPa -12～0kPa -0.24～0kPa
廃ガス洗浄塔ポットの水頭圧をカバーでき

る範囲を設定する。 

導出先セル圧力 -1～1kPa － 0.25～0.72kPa 
各建屋のセル耐圧をカバーできる範囲を設

定する。 

フィルタ差圧 0～1kPa － 0～15kPa 

フィルタの目詰まりを監視する目的である

ことから，通常のフィルタ差圧監視範囲を

設定する。

高レベル濃縮廃液貯槽

第１セル漏えい液受皿

液位Ａ 
0～15kPa ～ mm 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

高レベル濃縮廃液貯槽

第２セル漏えい液受皿

液位Ａ 
0～15kPa ～ mm 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

高レベル濃縮廃液一時

貯槽セル漏えい液受皿

液位Ａ 
0～15kPa ～ mm 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

不溶解残渣廃液一時貯

槽セル漏えい液受皿１

液位 
0～15kPa ～ ｍｍ 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

不溶解残渣廃液貯槽第

１セル漏えい液受皿液

位Ａ 
0～15kPa ～ ｍｍ 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

不溶解残渣廃液貯槽第

２セル漏えい液受皿液

位Ａ 
0～15kPa ～ ｍｍ 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

高レベル廃液共用貯槽

セル漏えい液受皿液位

Ａ

0～15kPa ～ mm 0～15kPa 
各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

固化セル漏えい液受皿

液位 A 
0～15kPa ～ ｍｍ 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 
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表１ 計測装置の計測範囲（5／5） 

名称 計測範囲 

プラントの状態※１と予想変動範囲 

計測範囲の設定に関する考え方 
通常運転時※１ 

重大事故等時※１ 

蒸発乾固 

高レベル廃液混合槽第

1 セル漏えい液受皿液

位 A 
0～15kPa ～ mm 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

高レベル廃液混合槽第

2 セル漏えい液受皿液

位 A 
0～15kPa ～ ｍｍ 0～15kPa 

各建屋の漏えい液受け皿の液高さをカバー

できる範囲を設定する。 

※1 プラント状態の定義は，以下のとおり。

・通常運転時：計画的に行われる起動，停止等の再処理施設の運転であって，その運転状態が所定の制限内にあるもの。通常運転時に想定さ

れる設計値を記載。

・運転時の異常な過渡変化時：再処理施設の寿命期間中に予想される機器の単一故障若しくは誤動作又は運転員の単一の誤操作，及びこれら

と類似の頻度で発生すると予想される外乱によって生ずる異常な状態。運転時の異常な過渡変化時に想定される設計値を記載。

・重大事故等時：再処理施設の安全設計の観点から想定される事故を超える事故の発生により，重大事故事象が発生した状態。重大事故等時

に想定される設計値を記載。
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参考資料 

貯槽内液位の概要図と計測範囲との関係 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽の概要図 
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主要パラメータの代替パラメータによる推定方法について 

内容検討中 
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(a) 主要パラメータの代替パラメータ（他チャンネルを除く）による推定方法につい

て（高レベル廃液ガラス固化建屋貯槽の液位）

項 目 高レベル廃液ガラス固化建屋貯槽の液位 

監視パラメータ 計測範囲 設計基準 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽液位 液位： ～ mm - 

代替 

パラメータ 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽液位 

（第１不溶解残渣廃液貯槽密度の計

装配管による代替計測） 

液位： ～ mm 

－ 

計測目的 

①拡大防止対策における機器注水作業の開始判断

②機器注水量の決定

③拡大防止対策の成否判断

推定方法 

第１不溶解残渣廃液一時貯槽液位の主パラメータが計装配管の損傷により液位計測が不

可となった場合，下記のとおり推定する。 

・隣接する第１不溶解残渣廃液貯槽密度の計装配管を用いて圧力を計測し、これを図１

の液位／圧力の関係を利用して、液位を推定する。

図１ 液位と圧力の関係（密度： ［kg/m3］の場合） 

・計装配管からの測定圧力は貯槽密度により変化することから、密度ρを設定した上で

下記式により液位に換算する。

Ｈ＝Ｐ÷（ρ×ｇ×ｈ1÷１０００÷１０００）×ｈ1＋  （mm) 

Ｈ ：液位 [mm] 

Ｐ ：測定圧力 [kPa] 

ρ ：密度 [kg/m3] 

ｇ ：重力加速度 9.80665 [m/s2] 

ｈ1：密度計装配管の測定範囲 [mm] 
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推定の評価 

貯槽の液位は、液位計の計装配管の圧力計測により確認することが可能である。 

液位計の計装配管による圧力計測が不可能になったとしても、第１不溶解残渣廃液貯槽

密度の計装配管を用いることによって圧力計測は可能であり、貯槽の液位を把握する上

で適切である。 

＜誤差による影響について＞ 

圧力計測のために接続する計装配管が異なっても、計測する可搬型計器の誤差は変わら

ないため、計測に影響はない。 
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（参考）補足説明資料 2－7－1 表 計装設備の計器誤差について（1／3） 

（高レベル廃液ガラス固化建屋の蒸発乾固） 

名称 
検出器 

の種類 
計測範囲 個数 取付箇所 誤差 

第１高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽水位 
レベルゲージ

～ ｍｍ 
2 

高レベルガラス固

化建屋 1 階 
±10mm 

第２高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽水位 

レベルゲージ ～ ｍｍ 
2 

高レベルガラス固

化建屋 1 階 

±10mm 

安全系冷却水系膨張槽水

位 
高レベル廃液共用貯槽冷

却水膨張槽水位 

レベルゲージ ～ ｍｍ 

2 

高レベルガラス固

化建屋 1 階 

±10mm 

安全冷却水 1 膨張槽水位 レベルゲージ ～ ｍｍ 
2 

高レベルガラス固

化建屋 1 階 

±10mm 

第１高レベル濃縮廃液貯

槽冷却水膨張槽水位 

レベルゲージ ～ ｍｍ 
2 

高レベルガラス固

化建屋 1 階 

±10mm 

第１高レベル濃縮廃液貯

槽廃液温度１ 熱電対 
0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

±2.7℃ 

第２高レベル濃縮廃液貯

槽廃液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

±2.7℃ 

第１高レベル濃縮廃液一

時貯槽廃液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±2.7℃ 

第２高レベル濃縮廃液一

時貯槽廃液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±2.7℃ 

第１不溶解残渣廃液一時

貯槽廃液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±2.7℃ 

第２不溶解残渣廃液一時

貯槽廃液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±2.7℃ 

第１不溶解残渣廃液貯槽

廃液温度１ 
熱電対 0～100℃

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

±2.7℃ 

第２不溶解残渣廃液貯槽

廃液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

±2.7℃ 

高レベル廃液共用貯槽廃

液温度１ 
熱電対 0～100℃ 

1 
高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

±2.7℃ 

高レベル廃液混合槽廃液

温度 
熱電対 0～100℃ 

2 
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±2.7℃ 

供給液槽廃液温度 熱電対 0～100℃ 2 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±2.7℃ 

供給液槽廃液温度 熱電対 0～100℃ 2 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±2.7℃ 
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（参考）補足説明資料 2－7－1 表 計装設備の計器誤差について（2／3） 

名称 
検出器 

の種類 
計測範囲 個数 取付箇所 誤差 

第１高レベル濃縮廃液貯

槽液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±30mm 

密度：±5kg/m3 

第２高レベル濃縮廃液貯

槽液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±30mm 

密度：±5kg/m3 

第１高レベル濃縮廃液一

時貯槽液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±23mm 

密度：±5kg/m3 

第２高レベル濃縮廃液一

時貯槽液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±23mm 

密度：±5kg/m3 

第１不溶解残渣廃液一時

貯槽液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±11mm 

密度：±5kg/m3 

第２不溶解残渣廃液一時

貯槽液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±11mm 

密度：±5kg/m3 

第１不溶解残渣廃液貯槽

液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±29mm 

密度：±5kg/m3 

第２不溶解残渣廃液貯槽

液位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±29mm 

密度：±5kg/m3 

高レベル廃液共用貯槽液

位 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

液位：±30mm 

密度：±5kg/m3 

高レベル廃液混合槽 A 液

位 1 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

液位：±23mm 

密度：±7kg/m3 

高レベル廃液混合槽 B 液

位 1 
差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

液位：±23mm 

密度：±7kg/m3 

供給液槽 A 下部液位 差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

液位：±15mm 

密度：±7kg/m3 

供給槽 A 下部液位 差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

液位：±13mm 

密度：±5kg/m3 

供給液槽 B 下部液位 差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

液位：±15mm 

密度：±7kg/m3 

供給槽 B 下部液位 差圧伝送器

(パージ式) 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/ｍ3 
1 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

液位：±13mm 

密度：±5kg/m3 
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（参考）補足説明資料 2－7－1 表 計装設備の計器誤差について（3／3） 

名称 
検出器 

の種類 
計測範囲 個数 取付箇所 誤差 

高レベル濃縮廃液廃ガス

処理系廃ガス洗浄塔入口

圧力Ａ 

差圧伝送器

(パージ式) 

-12～0kPa 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±0.06kPa 

導出先セル圧力 差圧指示計 0～0.2kPa 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±0.01kPa 

高レベル濃縮廃液貯槽第

１セル漏えい液受皿液位

Ａ 

差圧伝送器

(パージ式) 

～ mm 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±3.7mm 

高レベル濃縮廃液貯槽第

２セル漏えい液受皿液位

Ａ 

差圧伝送器

(パージ式) 

～ mm 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±3.7mm 

高レベル濃縮廃液一時貯

槽セル漏えい液受皿液位

Ａ 

差圧伝送器

(パージ式) 

～ mm 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±4.1mm 

不溶解残渣廃液一時貯槽

セル漏えい液受皿１液位
差圧伝送器

(パージ式) 

～ ｍｍ 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±3.2mm 

不溶解残渣廃液貯槽第１

セル漏えい液受皿液位Ａ
差圧伝送器

(パージ式) 

～ ｍｍ 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±3.2mm 

不溶解残渣廃液貯槽第２

セル漏えい液受皿液位Ａ
差圧伝送器

(パージ式) 

～ ｍｍ 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±3.2mm 

高レベル廃液共用貯槽セ

ル漏えい液受皿液位Ａ
差圧伝送器

(パージ式) 

～ mm 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±3.7mm 

固化セル漏えい液受皿液

位 A 
差圧伝送器

(パージ式) 

～ ｍｍ 1 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

±7mm 

高レベル廃液混合槽第 1

セル漏えい液受皿液位 A
差圧伝送器

(パージ式) 

～ mm 1 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±3.8mm 

高レベル廃液混合槽第 2

セル漏えい液受皿液位 A
差圧伝送器

(パージ式) 

～ ｍｍ 1 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

±7mm 
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可搬型計測器について 
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可搬型計測器の必要個数整理（1／4） 

（高レベル廃液ガラス固化建屋（蒸発乾固）の例） 

分類 監視パラメータ 
監視パラメータの 

計測範囲 

可搬型計測器の 

測定可能範囲 
箇所 

必要 
個数 

検出器の種類 測定箇所 備考 

膨張槽液位 

第１高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水膨張槽水位 

～ ｍｍ 
0～10ｍ 2 

2 

ロープ式
高レベルガラス固

化建屋 1 階 

第２高レベル濃縮廃液貯槽

冷却水膨張槽水位 

～ ｍｍ 0～10ｍ 2 ロープ式 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

安全系冷却水系膨張槽水位 ～ ｍｍ 0～10ｍ 2 ロープ式 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

高レベル廃液共用貯槽冷却

水膨張槽水位 

～ ｍｍ 0～10ｍ 2 ロープ式 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

安全冷却水 1 膨張槽水位 ～ ｍｍ 0～10ｍ 2 ロープ式 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

冷却コイル圧力 － － 0～1MPa 44 3 アネロイド圧力計

貯槽温度 

第１高レベル濃縮廃液貯槽

廃液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 
1 

テス

タ：2

セン

サ：15

熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

第２高レベル濃縮廃液貯槽

廃液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

第１高レベル濃縮廃液一時

貯槽廃液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

第２高レベル濃縮廃液一時

貯槽廃液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

第１不溶解残渣廃液一時貯

槽廃液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

第２不溶解残渣廃液一時貯

槽廃液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

第１不溶解残渣廃液貯槽廃

液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

第２不溶解残渣廃液貯槽廃

液温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

高レベル廃液共用貯槽廃液

温度１ 

0～100℃ 0～300℃ 1 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 2 階 

高レベル廃液混合槽廃液温

度 

0～100℃ 0～300℃ 2 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

供給液槽廃液温度 0～100℃ 0～300℃ 2 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

供給液槽廃液温度 0～100℃ 0～300℃ 2 熱電対 

測温抵抗体 

高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

補
2
-
8
-
2

については商業機密の観点から公開できません。



可搬型計測器の必要個数整理（2／4） 

分類 監視パラメータ 
監視パラメータの 

計測範囲 

可搬型計測器の 

測定可能範囲 
箇所 

必要 
個数 

検出器の種類 測定箇所 備考 

冷却水流量 6～107m3/h 5 5 電磁式 

貯槽液位 第１高レベル濃縮廃液貯槽

液位 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 15 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第２高レベル濃縮廃液貯槽

液位 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第１高レベル濃縮廃液一時

貯槽液位 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第２高レベル濃縮廃液一時

貯槽液位 

液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第１不溶解残渣廃液一時貯

槽液位 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第２不溶解残渣廃液一時貯

槽液位 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第１不溶解残渣廃液貯槽液

位 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

第２不溶解残渣廃液貯槽液

位 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル廃液共用貯槽液位 液位： ～ ｍｍ 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル廃液混合槽 A 液位

1 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

高レベル廃液混合槽 B 液位

1 

液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式
高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

補
2
-
8
-
3

については商業機密の観点から公開できません。



可搬型計測器の必要個数整理（3／4） 

分類 監視パラメータ 
監視パラメータの 

計測範囲 

可搬型計測器の 

測定可能範囲 
箇所 

必要 
個数 

検出器の種類 測定箇所 備考 

貯槽液位 供給液槽 A 下部液位 液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 15 エアパージ式
高レベルガラス固

化建屋 1 階 

供給槽 A 下部液位 液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式
高レベルガラス固

化建屋 1 階 

供給液槽 B 下部液位 液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

供給槽 B 下部液位 液位： ～ mm 

密度： ～ ｋｇ/

ｍ3 

液位：0～60kPa 

密度：0～5kPa 

1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋 1 階 

機器注水流量 － － 6～107m3/h 15 15 電磁式 － 

凝縮器出口排気

温度 

－ － 0～300℃ 1 ﾃｽﾀ 1

ｾﾝｻ 1

熱電対 

測温抵抗体 

－ 

凝縮器通水流量 － － 32～572m3/h 1 1 電磁式 － 

廃ガス洗浄塔入

口圧力 

不溶解残渣廃液廃ガス処理

系廃ガス洗浄塔入口圧力Ａ 

-12～0kPa -5～10kPa 1 2 差圧伝送器（パ

ージ式） 

高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル濃縮廃液廃ガス処

理系廃ガス洗浄塔入口圧力

Ａ 

-12～0kPa -5～10kPa 1 差圧伝送器（パ

ージ式） 

高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

導出先セル圧力 － － -5～5kPa 1 1 アネロイド圧力

計 

高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

フィルタ差圧 － － 0～1kPa 2 2 アネロイド圧力

計 

－ 

補
2
-
8
-
4

については商業機密の観点から公開できません。



可搬型計測器の必要個数整理（4／4）

分類 監視パラメータ 
監視パラメータの 

計測範囲 

可搬型計測器の 

測定可能範囲 
箇所 

必要 
個数 

検出器の種類 測定箇所 備考 

漏えい液受皿液

位 

高レベル濃縮廃液貯槽第１

セル漏えい液受皿液位Ａ

～ mm 0～15kPa 1 2 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル濃縮廃液貯槽第２

セル漏えい液受皿液位Ａ

～ mm 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル濃縮廃液一時貯槽

セル漏えい液受皿液位Ａ

～ mm 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

不溶解残渣廃液一時貯槽セ

ル漏えい液受皿１液位

～ ｍｍ 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

不溶解残渣廃液貯槽第１セ

ル漏えい液受皿液位Ａ

～ ｍｍ 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

不溶解残渣廃液貯槽第２セ

ル漏えい液受皿液位Ａ

～ ｍｍ 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル廃液共用貯槽セル

漏えい液受皿液位Ａ 

～ mm 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

固化セル漏えい液受皿液位

A 

～ ｍｍ 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 1 階 

高レベル廃液混合槽第 1 セ

ル漏えい液受皿液位 A

～ mm 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

高レベル廃液混合槽第 2 セ

ル漏えい液受皿液位 A

～ ｍｍ 0～15kPa 1 エアパージ式 高レベルガラス固

化建屋地下 3 階 

補
2
-
8
-
5

については商業機密の観点から公開できません。



ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下４階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
6



：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 高レベル濃縮廃液一時貯槽溶液温度

② 高レベル廃液混合槽溶液温度

①

②

②

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下３階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 高レベル廃液共用貯槽溶液温度

② 高レベル濃縮廃液貯槽溶液温度

③ 冷却水流量

④ 漏えい液受皿液位

①

②

②

③

③

④

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下２階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下１階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上１階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
0



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上２階）（内部ループ通水による冷却） 

対象なし 

補
2
-
8
-
1
1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下４階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
2



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

①

②

②

測定場所 監視項目

① 高レベル濃縮廃液一時貯槽溶液温度

② 高レベル廃液混合槽溶液温度

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下３階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

①

②

②

③

③

③

④

測定場所 監視項目

① 高レベル廃液共用貯槽溶液温度

② 高レベル濃縮廃液貯槽溶液温度

③ 冷却水流量

④ 漏えい液受皿液位

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下２階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
4



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下１階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上１階）（内部ループ通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の発生の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上２階）（内部ループ通水による冷却） 

対象なし 

補
2
-
8
-
1
7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下３階）（冷却コイル通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 冷却コイル圧力

①

①

①

①

①

①

①

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

①

①

①

「ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下２階）（冷却コイル通水による冷却） 

操作場所 
操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
1
9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

①

測定場所 監視項目

① 冷却コイル圧力

①

① 冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

①

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下１階）（冷却コイル通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
2
0



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上１階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 

補
2
-
8
-
2
1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上２階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 

補
2
-
8
-
2
2



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下３階）（冷却コイル通水による冷却） 

操作場所 

補
2
-
8
-
2
3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

①

①

①

①

測定場所 監視項目

① 冷却コイル圧力

①

①

①

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

①

①

①

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下２階）（冷却コイル通水による冷却） 

操作場所 操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
2
4



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 冷却コイル圧力

①

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

①

①

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下１階）（冷却コイル通水による冷却） 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
2
5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上１階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 

補
2
-
8
-
2
6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

冷却コイル通水の接続口恒設化及び
二接続口化検討に伴い、アクセスルート
は変更となる可能性がある。

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上２階）（冷却コイル通水による冷却） 

対象なし 

補
2
-
8
-
2
7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下３階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
2
8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下２階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

①

測定場所 監視項目

①
高レベル濃縮廃液貯槽注水流量

高レベル廃液共用貯槽注水流量

② 高レベル廃液混合槽注水流量

③ 高レベル廃液混合槽液位

②

③

操作場所 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
2
9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下１階）（貯水槽から機器への注水） 

①

②

③

④

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 高レベル濃縮廃液一時貯槽注水流量

②
供給液槽注水流量

供給槽注水流量

③
高レベル濃縮廃液貯槽液位

高レベル廃液共用貯槽液位

④
高レベル濃縮廃液貯槽液位

高レベル濃縮廃液一時貯槽液位

操作場所 

操作場所 操作場所 

補
2
-
8
-
3
0



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上１階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

②

②

①

測定場所 監視項目

①

高レベル濃縮廃液貯槽注水流量

高レベル濃縮廃液一時貯槽注水流量

高レベル廃液共用貯槽注水流量

高レベル廃液混合槽注水流量

供給液槽注水流量

供給槽注水流量

②
供給液槽液位

供給槽液位

操作場所 

補
2
-
8
-
3
1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上２階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
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-
8
-
3
2



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下３階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
3
3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下２階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

①

②

③

測定場所 監視項目

①
高レベル濃縮廃液貯槽注水流量

高レベル廃液共用貯槽注水流量

② 高レベル廃液混合槽注水流量

③ 高レベル廃液混合槽液位

操作場所 

操作場所 

操作場所 
操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
3
4



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下１階）（貯水槽から機器への注水） 

①

②

③

④

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 高レベル濃縮廃液一時貯槽注水流量

②
供給液槽注水流量

供給槽注水流量

③
高レベル濃縮廃液貯槽液位

高レベル廃液共用貯槽液位

④
高レベル濃縮廃液貯槽液位

高レベル濃縮廃液一時貯槽液位

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
3
5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上１階）（貯水槽から機器への注水） 

操作場所 

補
2
-
8
-
3
6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上２階）（貯水槽から機器への注水） 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
2
-
8
-
3
7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下４階）(放出低減対策) 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
2
-
8
-
3
8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下３階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 放射性配管分岐セル圧力

①

対象なし 

補
2
-
8
-
3
9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下２階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
2
-
8
-
4
0



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地下１階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 廃ガス洗浄塔入口圧力

② 可搬型フィルタ差圧

①

②

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
4
1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上１階）(放出低減対策) 

 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
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-
4
2



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（北ルート）（地上２階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
2
-
8
-
4
3



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下４階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
2
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-
4
4



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下３階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 放射性配管分岐セル圧力

①

対象なし 

補
2
-
8
-
4
5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下２階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 

補
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-
4
6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地下１階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

測定場所 監視項目

① 廃ガス洗浄塔入口圧力

② 可搬型フィルタ差圧

①

②

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
4
7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上１階）(放出低減対策) 

 

操作場所 

操作場所 

操作場所 

補
2
-
8
-
4
8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＫＡ建屋 蒸発乾固の拡大の防止のための措置のアクセスルート（南ルート）（地上２階）(放出低減対策) 

 

：可搬型重大事故等対処設備
保管場所

：アクセスルート

対象なし 補
2
-
8
-
4
9
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補足説明資料 2-9（４３条）  

 

 





主要パラメータの耐環境性について 

内容検討中 

補2-9-1





 

計装設備の耐環境性について 

 

 重大事故等対処計装設備のうち可搬型の計測器について耐環境性等を整理し

た結果は以下の通りである。 

 

1.  再処理施設の建屋内および屋外 

  重大事故等対処計装設備のうち，可搬型の計測器については，再処理施設

の建屋内および屋外の環境条件を考慮し，それぞれの使用場所における重

大事故等時の環境条件を考慮し耐環境性を有する設計とする。重大事故等

時における環境温度，環境圧力，湿度，放射線を表１に、計装設備の耐環

境性についてを表２に示す。 

  

  

補2-9-2



 

2. 燃料貯槽プール等 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失の対処に必要な計装設備については，

発生する蒸気からの影響を防止するため，以下の対策を実施している。 
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表 １  重 大 事 故 等 時 に お け る 環 境 温 度 ， 環 境 圧 力 ， 湿 度 ， 放 射 線  

＊  ： 本 表 は ， 有 効 性 評 価 範 囲 （ 拡 大 防 止 対 策 成 功 時 の 事 態 収 束 ま で ） に お け る 環 境 条 件 を 示 す 。  

※ １ ： 10mS v / h を 超 え る と き は ， 操 作 時 間 の 制 限 や 遮 蔽 材 を 設 置 す る 等 の 措 置 を 講 ず る 。  

※ ２ ： 環 境 温 度 が 上 昇 す る 前 に ， 設 置 ・ 接 続 等 の 作 業 を 完 了 さ せ る 。  

  

重 大 事 故 等  

重 大 事 故 等 の 発 生 を 想 定 す る 建 屋 内  

（ 前 処 理 建 屋 ， 分 離 建 屋 ， 精 製 建 屋 ， ウ ラ ン ・ プ ル ト ニ ウ ム 混 合 脱 硝 建 屋 内 ， 高 レ ベ ル 廃 液 ガ ラ ス 固 化 建 屋 内 ， 使 用 済 燃 料 受 入 れ ・ 貯 蔵 建 屋 ）  

環 境 温 度  環 境 圧 力  湿 度  放 射 線  

通 常  事 故 時  通 常  事 故 時  通 常  事 故 時  通 常  事 故 時  

臨 界 事 故  

W / G / Y： 1 0～

4 0℃  

作 業 場 所 は 通

常 温 度  

W： 大 気 圧  

G / Y：

- 2 0 P a [ g a g e

]  

対 処 時 は 通 常 圧 力  

建 屋 内 閉 じ 込 め 時 は

大 気 圧  

外 気 と 運 転 状 態 に

よ り 変 化  

建 屋 内 閉 じ 込 め 時 は  

外 気 の 湿 度 と な る 。  

W：

≦ 1 . 7μ S v / h  

G / Y：

≦ 5 0 0μ S v / h  

作 業 場 所 は ～

1 0 0 m S v / h  

※ １  

冷 却 機 能 の 喪 失 に よ
る 蒸 発 乾 固  

約 2 8℃ ～ 約

8 0℃  

※ ２  

建 屋 換 気 設 備 が 停 止

す る た め 大 気 圧 と な

る 。  

建 屋 換 気 設 備 が 停 止

す る た め  

外 気 の 湿 度 と な る 。  

作 業 場 所 は ～

1 0 m S v / h  

※ １  放 射 線 分 解 に よ り 発
生 す る 水 素 に よ る 爆

発  

Ｔ Ｂ Ｐ 等 の 錯 体 の 急

激 な 分 解 反 応  

作 業 場 所 は 通

常 温 度  

対 処 時 は 通 常 圧 力  

建 屋 内 閉 じ 込 め 時 は

大 気 圧  

建 屋 内 閉 じ 込 め 時 は  

外 気 の 湿 度 と な る 。  

作 業 場 所 は 通 常 時

と 同 程 度  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の
冷 却 等 の 機 能 喪 失  
（ 想 定 事 故 １ ，想 定 事

故 ２ ）  

8 0℃  大 気 圧  1 0 0 %  ～ 5 0μ S v / h  

補
2
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9
-
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表 １  重 大 事 故 等 時 に お け る 環 境 温 度 ， 環 境 圧 力 ， 湿 度 ， 放 射 線  

（つづき）  

重 大 事 故 等  

重 大 事 故 等 の 発 生 を 想 定 す る 建 屋 以 外 の 建 屋  

屋 外  
（ 制 御 建 屋 ， 緊 急 時 対 策 所 ， 主 排 気 筒 管 理 建 屋 ， 非 常 用 電 源 建 屋 ）  

環 境 温 度  環 境 圧 力  湿 度  放 射 線  環 境 温 度  環 境 圧 力  湿 度  放 射 線  

臨 界 事 故  

W/G / Y： 10～

40℃  

（ 通 常 状 態 ） 

W： 大 気 圧  

G/Y：

-20 P a [ g a g e ]  

（ 通 常 状 態 ）  

外 気 と 運 転

状 態 に よ り

変 化  

（ 通 常 状 態 ） 

W：

≦ 1.7μ Sv/ h  

G / Y：

≦ 500μ Sv/ h  

（ 通 常 状 態 ）  

-16～ 35℃  

（ 通 常 の 外

気 状 態 ）  

大 気 圧  

（ 通 常 の 外

気 状 態 ）  

最 高 湿 度

90％  

（ 通 常 の 外

気 状 態 ）  

－  

冷 却 機 能 の 喪 失 に よ

る 蒸 発 乾 固  

放 射 線 分 解 に よ り 発

生 す る 水 素 に よ る 爆
発  

Ｔ Ｂ Ｐ 等 の 錯 体 の 急
激 な 分 解 反 応  

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の
冷 却 等 の 機 能 喪 失  
（ 想 定 事 故 １ ，想 定 事

故 ２ ）  
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表２ 計装設備の耐環境性について 

名称 
計測器 

の種類 

類型化 

区分 

耐環境性 
備考 

温度 圧力 湿度 放射線 

膨張槽液位 

ロープ式

測定範囲：0～10m 

ヤマヨ測定機：

RWL 10M

冷却コイル圧力 アネロイ

ド圧力計

貯槽温度 
熱電対 

接触温度： 

MAX 350℃ 

計器レンジ： 

-40～350℃

測温抵抗

体 

接触温度： 

MAX 350℃ 

計器レンジ： 

0～350℃ 

冷却水流量 

電磁式 

周囲温度：

-20～65℃

液体使用条

件温度：0～

70℃ 

東京計装：ETM3070C 

貯槽液位 

エアパー

ジ式
   

計器レンジ： 

4～40l/h 

東京計装：CP-12-100 

機器注水流量 

電磁式 

周囲温度：

-20～65℃

液体使用条

件温度：0～

70℃ 

東京計装：ETM3070C 

凝縮器出口排気温度 
熱電対 

測温抵抗

体 

周囲温度：

-20～60℃

ハンディキャル

横河計測：CA150

凝縮器通水流量 

電磁式 

廃ガス洗浄塔入口圧

力 

アネロイ

ド圧力計

測定範囲：-5～10kPa 

原子力仕様 B 級 

長野計器： 

1948 3445 01 

導出先セル圧力 アネロイ

ド圧力計

測定範囲：-5～5kPa 

原子力仕様 B 級 

長野計器： 

1948 3445 01 

フィルタ差圧 アネロイ

ド圧力計 -5～40℃

ダイアフラム型 

長野計器：DG80 

内容検討中 
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パラメータの抽出について 

補2-10-1





１．事業指定基準規則の第 43 条における計装設備 

事業指定基準規則第 43 条で抽出されたパラメータは，非常用を含む計測機器の直流電

源の喪失その他の故障により，重大事故等の対処に必要な情報を把握することが困難と

なった場合に必要な計装設備であり，各条文との関連性を明確にした（第１表参照）。 

 

２，重大事故等対策の有効性を確認するための計装設備 

重大事故等対策の有効性を確認するために必要なパラメータは，各重大事故等対策に

おいて，対策の開始判断，成否判断及び対策が維持されていることを監視する計装設備

であり，これらが本条文で適切に抽出されていることを確認した（第 1表参照）。 
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第１図 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するためのパラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２図 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するためのパラメータ 
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第３図 燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失に対処するためのパラメータ 
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重大事故等対処のために監視が必要な情報の設定個数の考え方について 

  重大事故等の対処に監視が必要な情報の設定個数の考え方を、第１表に示す。 

補2-11-1



 

第１表 重大事故等の対処に監視が必要な情報の設定個数 

（高レベル廃液ガラス固化建屋の例） 

重大事故等 監視情報 計測範囲 個数 設定個数の考え方 

冷却機能の喪失による
蒸発乾固 

膨張槽液位 0～10ｍ 10 
液位の確認が必要な膨張槽数は 10 基であるた
め 10 個を設定する。可搬型の計測器 2 台で計
測する。 

冷却コイル圧力 0～1MPa 44 
確認する冷却コイル本数は 44 本であるため 44
個を設定する。可搬型の計測 3 台で計測する。 

貯槽温度 0～300℃ 15 
温度の確認が必要な貯槽数は 15 基であるため
15 個を設定する。温度計センサ 15 台とテスタ
2 台で計測する。 

冷却水流量 6～107m3/h 5 
内部ループ通水に構成する通水ルートは 5 系例
のため 5 個を設定する。可搬型の計測器 5 台で
計測する。 

貯槽液位 0～60kPa 15 
液位の確認が必要な貯槽数は 15 基であるため
15 個を設定する。可搬型の計測器 15 台で計測
する。 

機器注水流量 6～107m3/h 15 
機器注水に構成する注水ルートの最大 15 系列
のため 15 個を設定する。可搬型の計測器 15 台
で計測する。 

凝縮器出口排気温度 0～300℃ 1 
温度の確認が必要な凝縮器出口ラインは 1 箇所
のため 1 個を設定する。可搬型の計測器１台で
計測する。 

凝縮器通水流量 32～572m3/h 1 
凝縮器通水に構成する通水ルートは 1 系列のた
め 1 個を設定する。可搬型の計測器１台で計測
する。 

廃ガス洗浄塔入口圧力 -5～10kPa 2 
圧力の確認が必要な洗浄塔は 2 基のため 2 個を
設定する。可搬型の計測器 2 台で計測する・ 

導出先セル圧力 -1～1kPa 1 
圧力の確認が必要なセル数は 1 のため 1 個を設
定する。可搬型の計測器 1 台で計測する。 

フィルタ差圧 0～1kPa 2 
可搬型フィルタ 2 基の 2 段構成のため 2 個を設
定する。可搬型の計測器 2 台で計測する。 

漏えい液受皿液位 0～15kPa 10 
漏えい確認が必要な漏えい液受皿は 10 基であ
るため 10 個を設定する。可搬型の計測器 2 台
で計測する。 
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計装設備の設計方針 

（１）計装設備の構成

 計装設備は、重大事故等に対処するために必要な設備である重大事故等対処計装設備と、必要な情報を伝送

する情報把握計装設備で構成する。

設計方針 

４３条第１項 

 重大事故等の対処に用いる計装設備は、可搬型の計測機器及び可搬型の計測機器を接続する常設の配管

で構成する。

 可搬型の計測機器は、直流電源が喪失しても計測出来るよう、電源を必要としない計測機器又は乾電池

や充電池を用いた計測機器により必要な情報を把握可能な設計とする。

 可搬型の計測機器は、迅速、且つ確実に計測状態を実現出来るよう配管や対処に使用する設備へ容易に

接続することが出来る設計とする。

４３条第２項及び３項 

 可搬型の計測機器にて把握した情報を収集し、中央制御室及び緊急時対策所へ伝送することにより、必

要な情報を把握出来る設計とする。

重大事故等対処計装設備 

情報把握計装設備 

 重大事故等の対処において現場での情報把握に用いるものであり、電源を使用

しない又は乾電池や充電池により電源供給を行う計装設備及びこれらを接続

するための常設の配管

 中央制御室及び緊急時対策所へ必要な情報を伝送するための計装設備
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計装設備の設計方針 

（２）把握情報の分類 

 重大事故等の対応フローに応じ、対処において把握する情報を以下

の通りに分類する。 

 

①開始判断情報 

  重大事故対処の各作業の開始判断に用いる情報 

②成否判断情報 

  重大事故対処の各作業の成否判断に用いる情報 

③対策維持監視情報 

  重大事故対策が有効且つ継続して機能していることを確認するため

に用いる情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策 A 対策 Aの継続 

対策 B 

成功 

失敗 成功 

失敗 

・・・ 

・・・ 

① ② 

①  

③ 

② 

対応フローと把握情報の分類の関係イメージ 

【現場にて把握する情報】 

開始判断情報 

成否判断情報 

対策維持監視情報 

【中央制御室及び緊急時対策所へ伝送する情報】 

対策維持監視情報 

【使用する計装設備】 

重大事故等対処計装設備 

【使用する計装設備】 

情報把握計装設備 
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計装設備の設計方針 

（３）中央制御室及び緊急時対策所への情報伝達に係る設備の配備措置 

 情報把握計装設備が設置されるまで、中央制御室及び緊急時対策所

への必要な情報伝達手段として、重大事故等通信連絡設備を適用す

る。 

 設置作業の完了以降、中央制御室及び緊急時対策所への必要な情報

伝達手段として、当該設備を適用する。 

 情報把握計装設備は、重大事故等対処計装設備を用いた重大事故対

策を優先的に実施した後に、作業可能な状態が確保できた状態にな

ってから中央制御室及び緊急時対策所で情報を把握できるよう設

置することで、事故対策活動を支援する。 

 

適用範囲 実施組織 設備概要 

事象発生 
↓ 

情報把握計装

設備設置まで 

事故対策要員 

 

情報把握計装
設備設置以降 

支援要員 

 

重大事故等対処建屋 

中央制御室、緊急時対策所 

重大事故等対処建屋 中央制御室、緊急時対策所 

重大事故等対処 

計装設備 

重大事故等通信連絡設備 

T

可搬型計装設備

可搬型通話装置 

可搬型衛星電話 

可搬型 

トランシーバ 

情報の伝達 

情報の伝送 

重大事故等対処 

計装設備 

情報把握計装設備 

可搬型情報収集装置 

情報表示装置 

可搬型情報収集装置 
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情報の監視頻度 

情報監視頻度の考え方 

 対策が有効且つ継続して機能していることを確認するための情報は、必要な機能が喪失した場合においても、

事象進展前にこれを検知できるよう適切な監視頻度を設定する。

 各対策作業における重大事故等対処設備の健全性確認を経た後は、対策の維持状態を直接監視する情報につ

いて特に監視頻度を上げて確認を行う。

 対策の機能維持状態が変化することが想定される余震や人的要因による事由が発生した場合は、都度情報監

視による状況把握を行う。
ループ通水流量のように対策の有効性を確認する

ための情報は特に監視頻度を上げて確認を行う

ループ通水作業 通水流量・貯槽温度の監視 

機器注水作業 

成功 

失敗 成功 

失敗 

・・・

・・・

貯槽温度確認 

例）蒸発乾固 発生防止対策 
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計装設備の仕様と環境 

 重大事故等対処計装設備は、重大事故等が発生した後に順次設置作業を実施する。

 重大事故等対処計装設備の仕様は以下表の通り

 把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

膨張槽液位 

計測方式 ロープ式

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①ループ通水前の配管健全性

確認 

－ 計測範囲 ０～１０ｍ 

計器精度 約±３０mm 

冷却コイル圧力 

計測方式 アネロイド圧力計

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①コイル通水前の配管健全性

確認 

－ 計測範囲 ０～１MPa 

計器精度 約±２％F.S 

貯槽温度 

計測方式 
熱電対 

測温抵抗体 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①通水前の温度確認

②通水後の温度確認

③対策維持確認

○ 計測範囲 ０～３００℃ 

計器精度 約±３℃ 

冷却水流量 

計測方式 電磁式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①通水時の流量確認

②対策維持確認

○ 計測範囲 各建屋の必要流量範囲 

計器精度 約±１％ of RD 

貯槽液位 

計測方式 エアパージ式 温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①貯槽注水前の液位確認

②貯槽注水時の液位確認

－ 計測範囲 各貯槽の液高さ 

計器精度 約±２％F.S 

蒸発乾固（１／２） 

伝送可否

○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報
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計装設備の仕様と環境 

 

 

 把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

機器注水流量 

計測方式 電磁式 

温度：40℃以下 
計測タイミング：対策作業時 

①貯槽注水時の流量確認 
－ 計測範囲 各貯槽の必要流量 

計器精度 約±１％ of RD 

凝縮器出口排気温度 

計測方式 
熱電対 

測温抵抗体 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①凝縮器通水後の温度確認 

②対策維持確認 

○ 計測範囲 ０～３００℃ 

計器精度 約±３℃ 

凝縮器通水流量 

計測方式 電磁式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①凝縮器通水時の流量確認 

②対策維持確認 

○ 計測範囲 各凝縮器の必要流量 

計器精度 約±１％ of RD 

廃ガス洗浄塔入口圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①貯槽内溶液の沸騰後から可

搬型排風機の起動前 

－ 計測範囲 －５～１０kPa 

計器精度 約±２％F.S 

導出先セル圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①貯槽内溶液の沸騰後から可

搬型排風機の起動前 

－ 計測範囲 －１～１kPa 

計器精度 約±２％F.S 

フィルタ差圧 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 
計測タイミング：対策作業時 

①可搬型排風機起動時 
－ 計測範囲 ０～１kPa 

計器精度 約±３％F.S 

 

 

蒸発乾固（２／２） 

伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 
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計装設備の仕様と環境 

 

 

把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

圧縮空気貯槽圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：初動対応時 

①初動対応における現場確認

時 

－ 計測範囲 ０～１MPa 

計器精度 約±２％F.S 

圧縮空気ユニット圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：初動対応時 

①初動対応における現場確認

時 

－ 計測範囲 ０～２５MPa 

計器精度 約±２％F.S 

予備圧縮空気ユニット圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：初動対応時 

①初動対応における現場確認

時 

－ 計測範囲 ０～２５MPa 

計器精度 約±２％F.S 

手動圧縮空気ユニット 

接続系統圧力 
蒸発乾固の貯槽液位と共用 

計測タイミング：対策作業時 

①手動圧縮空気ユニットを接

続する前の配管健全性確認時 

－ 

貯槽掃気圧縮空気流量 

計測方式 熱式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①水素掃気用圧縮空気供給時 

②対策維持確認 

○ 計測範囲 各貯槽の必要掃気量 

計器精度 約±４％F.S 

水素掃気系統圧縮空気圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①水素掃気系統からの圧縮空

気供給時 

－ 計測範囲 ０～１MPa 

計器精度 約±２％F.S 

 伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 

水素爆発（１／２） 
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計装設備の仕様と環境 

 

 
把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

かくはん系統圧縮空気圧力 

計測方式 アネロイド圧力計 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①かくはん系統からの圧縮空

気供給時 

- 計測範囲 ０～１MPa 

計器精度 約±２％F.S 

セル導出ユニット流量 

計測方式 熱式 

温度：40℃以下 
計測タイミング：対策作業時 

①各貯槽への圧縮空気供給後 
- 計測範囲 各建屋の水素掃気流量範囲 

計器精度 約±４％F.S 

廃ガス洗浄塔入口圧力 

計測方式 

蒸発乾固と共用 
計測タイミング：対策作業時 

①各貯槽への圧縮空気供給後 
－ 計測範囲 

計器精度 

導出先セル圧力 

計測方式 

蒸発乾固と共用 
計測タイミング：対策作業時 

①各貯槽への圧縮空気供給後 
－ 計測範囲 

計器精度 

水素濃度 

計測方式 熱伝導式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①圧縮空気供給後の濃度確認 

②状態維持確認 

○ 計測範囲 ０～２５Ｖｏｌ％ 

計器精度 約±１％ 

フィルタ差圧 

計測方式 

蒸発乾固と共用 計測範囲 

計器精度 

 

 

 

 

 

 

水素爆発（２／２） 

伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 
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計装設備の仕様と環境 

 

 

 

把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

漏えい液受皿液位 

計測方式 エアパージ式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①対策可能制限時間前までに

確認 

－ 計測範囲 各建屋の漏えい液受皿の液高さ 

計器精度 約±２％F.S 

蒸発乾固及び水素爆発に係る漏えい確認（１／１） 

伝送可否 

○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 補
2
-
1
4
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計装設備の仕様と環境 

 

 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（１／１） 

把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

燃料貯蔵プール水位 

計測方式 超音波式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：初動対応およ

び対策作業時 

①初動対応における現場確認時 

②携行による水位の継続監視 

－ 計測範囲 ０．６～１６ｍ 

計器精度 約（±０．５％＋１ｄｉｇ） ｏｆ RD 

計測方式 メジャー 

温度：40℃以下 

計測タイミング：初動対応およ

び対策作業時 

①初動対応における現場確認時 

②携行による水位の継続監視 

－ 計測範囲 ２ｍ 

計器精度 ＪＩＳ１級 

計測方式 電波式 

温度：40℃以下 
計測タイミング：対策作業時 

①水位の継続監視 
○ 計測範囲 ０．５～１１．５ｍ 

計器精度 約±２０ｍｍ 

計測方式 エアパージ式 

温度：40℃以下 
計測タイミング：対策作業時 

①水位の継続監視 
○ 計測範囲 ０．２～１１．５ｍ 

計器精度 約±１％F.S 

燃料貯蔵プール温度 

計測方式 サーミスタ 

温度：40℃以下 

計測タイミング：初動対応およ

び対策作業時 

①初動対応における現場確認時 

②携行による水温の継続監視 

－ 計測範囲 ０～１５０℃ 

計器精度 約±１℃ 

計測方式 測温抵抗体 

温度：40℃以下 
計測タイミング：対策作業時 

①水温の継続監視 
○ 計測範囲 ０～１００℃ 

計器精度 約±２℃ 

 伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 

補
2
-
1
4
-
6



計装設備の仕様と環境 

 

 

 

把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

代替注水設備流量 

計測方式 電磁式 

温度：-15.7～34.7℃ 

計測タイミング：対策作業時 

①燃料貯蔵プール等への注水作

業時 

○ 計測範囲 ０～５７０m3/h 

計器精度 約±１％ of RD 

スプレイ設備流量 

計測方式 電磁式 

温度：40℃以下 

計測タイミング：対策作業時 

①燃料貯蔵プール等へのスプレ

イ開始時 

○ 計測範囲 ０～１００m3/h 

計器精度 約±１％ of RD 

 

 

 

 

 

 

燃料貯蔵プール等の冷却等の機能喪失（１／１） 

伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 

伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 
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計装設備の仕様と環境 

 

 

 

把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

放水砲供給水流量 

計測方式 電磁式 

屋外環境条件 

計測タイミング：対策作業時 

①放水砲による建屋への放水

時 

－ 計測範囲 ０～１８００m3/h 

計器精度 約±１％ of RD 

 

 

 

把握情報 計器仕様 環境条件 計測タイミング 伝送可否 

建屋供給冷却水流量 

計測方式 電磁式 

屋外環境条件 

計測タイミング：対策作業時 

①屋外から建屋への冷却水供

給時 

－ 計測範囲 ０～４８０m3/h 

計器精度 約±１％ of RD 

冷却水排水線量 

計測方式 半導体検出器 

屋外環境条件 

計測タイミング：対策作業時 

①蒸発乾固における建屋への

冷却水通水時 

－ 計測範囲 ０～１Sv/h 

計器精度 約±１５％ 

 

放出抑制設備（１／１） 

重大事故等対処共通設備（１／１） 

伝送可否 
○：伝送可能な計測機器  －：伝送しない情報 
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補足説明資料 2-15（４３条） 





 

乾電池又は充電池による重大事故等対処計装設備への給電につ

いて 

 

１．設計方針 

重大事故等対処計装設備の可搬型重大等対処設備のうち ,

電源が必要な設備については ,乾電池又は充電池を用いるこ

とにより対処するために有効なパラメータを計測できる設

計とする。 

   可搬型重大事故等対処設備の電源は,可搬型重大事故等対

処設備の使用頻度を踏まえ、対処に必要なパラメータを把握

するのに必要な容量を有する設計とする。 

 

２．給電方式の整理 

  重大事故等対処計装設備の可搬型重大等対処設備のうち ,電

源が必要な設備の給電方式を表１に示す。 

第１表 電源が必要な可搬型重大事故等対処設備 

重 大 事 故  可 搬 型 重 大 事 故 等 対 処 設 備  給 電 方 式  

冷 却 機 能 の 喪 失 に よ る 蒸 発

乾 固  

可 搬 型 膨 張 槽 液 位 計  乾 電 池  

可 搬 型 貯 槽 温 度 計 （ テ ス タ ）  乾 電 池  

可 搬 型 冷 却 水 流 量 計  乾 電 池  

可 搬 型 機 器 注 水 流 量 計  乾 電 池  

可 搬 型 凝 縮 器 出 口 排 気 温 度 計 （ テ ス タ ）  乾 電 池  

可 搬 型 凝 縮 器 通 水 流 量 計  乾 電 池  

放 射 線 分 解 に よ り 発 生 す る

水 素 に よ る 爆 発  

可 搬 型 貯 槽 掃 気 圧 縮 空 気 流 量 計  充 電 池  

可 搬 型 セ ル 導 出 ユ ニ ッ ト 流 量 計  充 電 池  
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重 大 事 故 可 搬 型 重 大 事 故 等 対 処 設 備 給 電 方 式

可 搬 型 水 素 濃 度 計 充 電 池

燃 料 貯 蔵 プ ー ル 等 の 冷 却 等

の 機 能 喪 失  

可 搬 型 水 位 計

（ 超 音 波 式 ）
乾 電 池

可 搬 型 水 温 計 乾 電 池

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計
可 搬 型 発 電

機

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 水 位 計 （ 広 域 ）
可 搬 型 発 電

機

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 温 度 計
可 搬 型 発 電

機

可 搬 型 代 替 注 水 設 備 流 量 計 乾 電 池

可 搬 型 ス プ レ イ 設 備 流 量 計 乾 電 池

可 搬 型 燃 料 貯 蔵 プ ー ル 状 態 監 視 カ メ ラ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ａ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ｂ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ｃ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ｄ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ｅ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ｆ
可 搬 型 発 電

機

空 冷 ユ ニ ッ ト Ｇ
可 搬 型 発 電

機

放 出 抑 制 設 備 に お け る 計 装

設 備  
可 搬 型 放 水 砲 供 給 水 流 量 計 乾 電 池

重 大 事 故 等 対 処 共 通 設 備 に

お け る 計 装 設 備  

可 搬 型 建 屋 供 給 冷 却 水 流 量 計 乾 電 池

可 搬 型 冷 却 水 排 水 線 量 計 乾 電 池

情 報 把 握 計 装 設 備

可 搬 型 情 報 収 集 装 置
可 搬 型 発 電

機

可 搬 型 情 報 収 集 装 置
可 搬 型 発 電

機

可 搬 型 情 報 表 示 装 置
可 搬 型 発 電

機
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（１）給電方式の概要 

ａ．乾電池 

以下の設備の電源は ,乾電池として ,汎用的な乾電池を電源

として用いる設備であり,枯渇した場合は乾電池を交換するこ

とにより,継続使用が可能な設備である。 

 ・可搬型膨張槽液位計 

・可搬型貯槽温度計（テスタ） 

・可搬型凝縮器出口排気温度計（テスタ） 

・可搬型水位計（超音波式） 

・可搬型水温計 

・可搬型冷却水排水線量計 

 ・可搬型冷却水流量計 

 ・可搬型機器注水流量計 

・可搬型凝縮器通水流量計 

 ・可搬型代替注水設備流量計 

・可搬型スプレイ設備流量計 

・可搬型放水砲供給水流量計 

・可搬型建屋供給冷却水流量計 

 

 ｂ．充電池 

以下の設備の電源は ,充電池として ,汎用的な充電池を電源

として用いる設備であり,枯渇した場合は充電池を充電するこ

とにより,継続使用が可能な設備である。 

 ・可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計  
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・可搬型セル導出ユニット流量計 

・可搬型水素濃度計 

 

 ｃ．可搬型発電機 

以下の設備の電源は,電源設備の使用済燃料の受入れ施設及

び貯蔵施設可搬型発電機を電源として用いる設備であり , 使

用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機へ燃料を供

給することにより,継続使用が可能な設備である。 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計 

・可搬型燃料貯蔵プール水位計（広域） 

・可搬型燃料貯蔵プール温度計 

・可搬型燃料貯蔵プール状態監視カメラ 

・空冷ユニットＡ 

・空冷ユニットＢ 

・空冷ユニットＣ 

・空冷ユニットＤ 

・空冷ユニットＥ 

・空冷ユニットＦ 

・空冷ユニットＧ 

 

  

以下の設備の電源は ,電源設備の前処理建屋可搬型発電機 ,

分離建屋可搬型発電機,ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋可

搬型発電機 ,高レベル廃液ガラス固化建屋可搬型発電機 ,使用

済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 ,情報把握計装
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設備可搬型発電機を電源として用いる設備であり , 前処理建

屋可搬型発電機,分離建屋可搬型発電機,ウラン・プルトニウム

混合脱硝建屋可搬型発電機,高レベル廃液ガラス固化建屋可搬

型発電機,使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機 ,

情報把握計装設備可搬型発電機へ燃料を供給することにより ,

継続使用が可能な設備である。 

・可搬型情報収集装置 

・可搬型情報収集装置 

・可搬型情報表示装置 

 

３．可搬型重大事故等対処設備への給電の継続性の整理 

 ａ．考慮事項 

・可搬型重大事故等対処設備への給電は ,必要なパラメータ

を把握する期間においても電源が枯渇することのないこ

と 

 ｂ．継続性の整理 

  可搬型重大事故等対処設備への給電の継続性について ,以下

の表にまとめた。 
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第１表 可搬型重大事故等対処設備への給電の継続性 
建屋 

重大事故 
可搬型重大事故等対

処設備 
給電方式 

測定 

パラメータ数※１ 

使用時間※２ 

（分） 

給電可能時間 

（分） 
継続するための措置 

高レベル廃液

ガラス固化建

屋 

冷却機能の喪

失による蒸発

乾固 

可搬型膨張槽液位計 乾電池 １０ １０５０ １４４０ － 

可搬型貯槽温度計

（テスタ） 
乾電池 １５ １５７５ ４８０ 

給電が枯渇した場合は,乾電池を交換する。交換は,

工具を使用することなく速やかに交換可能であり,

計測作業に影響しない。なお，乾電池の残量は，指

示表示画面にて確認可能であり，作業着手の前に電

池残量を確認してから計測作業を開始する。 

可搬型冷却水流量計 乾電池 １ 約８年 約８年 － 

可搬型機器注水流量

計 
乾電池 １ 約８年 約８年 － 

可搬型凝縮器出口排

気温度計（テスタ） 
乾電池 １ １０５ ４８０ － 

可搬型凝縮器通水流

量計 
乾電池 １ 約８年 約８年 － 

放射線分解に

より発生する

水素による爆

発 

可搬型貯槽掃気圧縮

空気流量計 
充電池 １ １０５ ２２３４ － 

可搬型セル導出ユニ

ット流量計 
充電池 １ １０５ ２２３４ － 

可搬型水素濃度計 充電池 ５ （精査中） （精査中） （精査中） 

※１ 測定パラメータ数は,可搬型重大事故等対処設備１台で測定する数量である。 

※２ パラメータの把握に必要な時間として,一測定パラメータあたり5分として設定し,これを１直毎に一回の計３回を７日間実施することを考慮する。 

（５分×３回×７日×測定パラメータ数） 

 
その他建屋、事象にて乾電池等で動作する可搬型設備については，整理中 
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